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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：コンゴ民主共和国 案件名：国立職業訓練校指導員能力強化プロジェクト

分野：職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 高等教育・社会保

障グループ 社会保障課 
協力金額（評価時点）：約 6.53 億円 

協力期間

（R/D） 
2011 年 1 月～2013 年 12 月 
（3 年間） 
延長予定あり 

先方関係機関：国立職業訓練校（INPP） 

日本側協力機関：一般財団法人海外職業訓練協会・株

式会社オリエンタルコンサルタンツ（共同企業体） 
他の関連協力：厚生労働省 

１－１ 協力の背景と概要 

コンゴ民主共和国（以下、「コンゴ民」という。）では、1991 年以降の混乱の時代を経て復興・

開発へ向けた歩みが進められているなか、経済発展のための重要な政策として「雇用・労働の改

善」を優先課題の一つに掲げ、産業人材の育成を重要視している。 
首都キンシャサ市に本部を置く国立職業訓練校（Institut National de Préparation Professionnelle：

INPP）は、国民の職業訓練能力強化を目的に設立され、全国 11 カ所に拠点を有するコンゴ民最

大規模の職業訓練機関である。日本は 1980 年代に INPP へ専門家派遣と機材供与を組み合わせた

協力を実施していたが、内戦の影響により現在 INPP は、指導員の能力不足や高齢化、機材や施

設の老朽化、収容量の限界など、さまざまな問題を抱えている。 
このような背景から、コンゴ民政府は日本政府に対して INPP の訓練実施能力強化を目的とす

る協力を要請し、日本政府はこれに合意し、国際協力機構（JICA）が①指導員の指導技術強化を

目的とする技術協力プロジェクト、②INPP キンシャサ校の施設・機材の整備を行う無償資金協

力、③INPP 本部の能力強化を目的とした個別専門家派遣を組み合わせた包括的な「職業訓練プ

ログラム」を実施することになった。 
本終了時評価調査は、このうち①の「国立職業訓練校指導員能力強化プロジェクト」（以下、「プ

ロジェクト」という。）に対して行うものである。 
  
１－２ 協力内容 

JICA は、2011 年 1 月から 2013 年 12 月までの 3 年間の予定で、INPP をカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関として、現在、8 名から成るコンサルタントチーム（総括、訓練計画、

研修・企画管理、訓練運営管理、指導技法、ベースライン調査Ⅰ、同Ⅱ、及び業務調整/訓練計

画補助）と自動車整備訓練個別専門家（１名）を派遣している。 
プロジェクトでは、INPP キンシャサ校を拠点に、全国の INPP 指導員の訓練指導能力強化を図

ることを目的として指導員研修を実施している。実施に際しては、以下 3 種類の研修について、

まず各科の中核人材となる「コア・トレーナー」を育成し、彼らを通じて他の指導員に技術移転

を行う。 
1) 指導員に必要な電気・機械分野等の基礎的技術を学ぶ基礎共通（トロンコマン） 

2) 自動車分野または冷凍・空調分野の専門技術を学ぶ専門技術研修 

3) 指導技法を学ぶ指導技法研修 
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(1) 上位目標 
INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心に質の高い訓練が提供される。 
 

(2) プロジェクト目標 
INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心とした指導員の訓練指導技術が向上する。 
 

(3) 成果 
１．基礎共通研修の実施体制が強化される。 
２．専門技術研修の実施体制が強化される。 
３．指導技法研修の実施体制が強化される。 

 
(4) 投入（評価時点） 

日本側 総投入額 6.53 億円 
専門家派遣（日本人専門家） 11 名 以下 9 分野 （104.87 人/月） 

総括、訓練計画、研修企画・管理、運営維持管理、

指導技法、ベースライン調査、業務調整、自動車

技術、研修評価 
（セネガル人専門家） 3 名 以下 4 分野 

油圧水圧、空気圧、プログラマブル論理制御装置

PLC、TIG 溶接 
研修員受入 （自動車学科） 2012 年度 5 名、2013 年度 8 名（計 2 回） 

（冷凍・空調学科） 2011～2013 年度 各 5 名 計 3 回  
第三国研修（セネガル） 機械学科 各 8 名 2 回 

電気・電子学科 各 8 名 2 回 
機材供与 84,594,190 円（上記、総投入額に含まれる） 
ローカルコスト負担 41,217,443 円（USD 420,157.42） 

（8 月円換算レート USD=98.10 円） 

  
相手国側  

人員配置 プロジェクトディレクター 1 名（INPP 総裁） 
プロジェクトマネジャー 1 名（INPP 技術部長） 
プロジェクトコーディネーター 1 名（INPP キンシャサ校長）

各種委員会と 5 つのワーキング・グループへの INPP 職員配

置 延べ 86 名 
施設・機材 プロジェクト事務所（INPP キンシャサ校内） 
ローカルコスト負担 52,698,595 円（487,949,954 コンゴフラン） 

（8 月円換算レート CDF＝0.108 円） 

（消耗品、研修参加者の陸路交通費・日当・宿泊費など） 
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２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 合澤 栄美 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ社会保障課

課長 

職業訓練

 
飯田 洋丈 

 
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 企画調整課  
課長補佐 

協力企画 朝居 八穂子 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ社会保障課

特別嘱託 

評価分析 芹澤 明美 グローバルリンクマネージメント（株）コンサルタント 

調査期間 2013 年 7 月 20 日～2013 年 8 月 10 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 成果の達成状況 
成果 1：基礎共通研修の実施体制が強化される。 

成果 1 は指標すべて（研修の計画と実施、研修を受けた指導員の満足度、研修の見直し）が

達成された。基礎共通研修は INPP 全体で使用される標準研修プログラムとなり、基礎共通研

修ワーキング・グループ、データ集積班、研修管理改善委員会（INPP キンシャサ校）、研修普

及委員会（INPP 本部）が Plan-do-check-act サイクル（計画、実行、評価、改善のサイクルによ

る業務管理手法。以下、「PDCA サイクル」という。）に沿って運営管理していることから、実

施体制が確立されたといえる。 
成果 2：専門技術研修の実施体制が強化される。 

成果 2 の指標もすべて達成された。なお、「専門技術研修の指導案・教材が作成され、プロ

ジェクト期間中に 2 回以上見直される」という指標について、専門技術研修はコア・トレーナ

ーが日本人専門家や本邦研修から学んだことをほかの指導員に伝達することを目的にしてお

り、内容が毎回変わるので、内容が確立された基礎共通研修や指導技法研修と異なり、研修評

価結果を体系的に活用して指導案や教材の見直しを行うことはできない。しかし、研修時間の

追加や、適切な機材を活用した実習の実施など、必要に応じて研修が改善されてきていること

から、同指標も達成されたと判断でき、実施体制は強化された。 
参加者の満足度に関しては、「専門技術研修を受講した指導員の 80％以上が研修内容に満足

する」という目標は達したものの、冷凍・空調学科の達成度（80％）は自動車学科（92％）よ

り低かった。これは、冷凍・空調学科では実践的な研修がキンシャサ校で十分行えなかったこ

とが影響していると考えられる。日本の無償資金協力による INPP キンシャサ校校舎の建設（増

設）が 2011 年の東日本大震災の影響で遅れ、そこに設置される予定の冷凍・空調機材の供与

が遅れているためである。 
成果 3：指導技法研修の実施体制が強化される。 

成果 3 は、プロジェクト終了前にあと 1 回指導案・教材の見直しが行われれば、すべての指

標が達成される。指導技法研修は INPP 全体で使用される標準研修プログラムとなり、指導技

法研修ワーキング・グループ、データ集積班、研修管理改善委員会、研修普及委員会が PDCA
サイクルに沿って運営管理していることから、実施体制が確立されたといえる。 
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(2) プロジェクト目標の達成状況 
INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心とした指導員の訓練指導技術が向上する。 
プロジェクト目標に関するほぼすべての指標が達成された。 

指  標 

達成状況 
自己評価 コア・トレーナー

による評価 
（研修後） 

研修前 研修後 

INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心とした指導員の訓練指導技術が向上する 
1 基礎共通研修を受講した 80％以上の

指導員がプロジェクトで実施する評

価において、基礎分野に関する知識・

技術ついて 5 段階評価中 3 以上の評価

が付される。 

2 ％ 95％ 93％ 

2 専門技術研修を受講した 80％以上の

指導員がプロジェクトで実施する評

価において、専門領域に関する知識・

技術ついて 5 段階評価中 3 以上の評価

が付される。 

（自動車） 
14％ 

 
94％ 

 
83％ 

（冷凍・空調）

16％ 
 

80％ 
 

63％ 

3 指導法研修を受講した 80％以上の指

導員がプロジェクトで実施する評価

において、指導法に関する知識・技術

ついて 5 段階評価中 3 以上の評価が付

される。 

53％ 98％ 100％ 

 
ただし、冷凍・空調に関しては、研修参加者の自己評価結果が研修前 16％から研修後 80％

に大きく向上した一方で、コア・トレーナーによる評価結果が 63％と比較的低い。これは、

前述のとおり日本の無償資金協力による INPP キンシャサ校施設建設の遅れとそれに伴う機

材導入の遅れにより、冷凍・空調分野の研修が十分に実施できなかったことが要因と考えら

れるため、当分野の訓練指導技術は更に強化する必要がある。 
指標で示されていること以外に研修に参加した指導員の指導技術向上を示す事象として

は、彼らがコア・トレーナーの教え方を観察し自分の担当訓練で実践したこと、訓練の計画・

実施・評価の力がついたこと、個々の訓練目標を達成するためのステップ分け（作業分解）

を習得したこと、安全・衛生管理が向上したことが挙げられる。 
  

(3) 上位目標の達成見込み 
INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心に、質の高い訓練が提供される 
上位目標の指標のほとんどが既に達成されている。このうち、訓練生の成績や INPP の訓

練が就業に役だったと考える訓練生の割合の向上に関しては、他の経済的・社会的・個人的

要因の影響も考えられるが、本プロジェクトによって指導技術が向上したことも貢献してい

ると考えられる。また、INPP に従業員を派遣している企業数の増加などに見られるように、

企業の INPP に関する認知度や満足度も改善している。この点に関しては、INPP の指導技術
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の向上に加え、本プロジェクトとは別途派遣されている職業訓練アドバイザーに支援を受け

ての INPP 本部による企業との連携強化や INPP 独自の広報活動の貢献も考えられる。 
一方、調査のタイミングや外部要因の影響から、就業率と訓練内容・機材に対する訓練生

の満足度はほとんど変化がなかった。しかし INPP は、本プロジェクトや職業訓練アドバイ

ザーの活動を通して求職者への支援の重要性を認識し始めており、既に企業訪問、求職者登

録セミナーや企業支援セミナーをはじめとする就労支援と、修了生に関する定期的なデータ

収集・分析といった具体的な取り組みを始めていることから、上位目標達成の見込みは高い

と判断する。変化の傾向を把握し INPP の訓練の質の改善に役立てるには、今後もこれらデ

ータを定期的に収集・分析する必要がある。機材設置の遅れによる冷凍・空調学科の実践的

研修の不足は、同分野の訓練の質を阻害しかねないため、機材設置及びコア・トレーナーへ

の研修が必要である。 
 

指  標 達成状況 
 INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心に、質の高い訓練が提供される 
  ベースライン調査 

2012 年 8～9 月実施 
エンドライン調査 

2013 年 5～7 月 
1 対象学科のキンシャサ

校の訓練修了生の就率

（起業、就職）がプロ

ジェクト開始時と比べ

上昇する。 

就業率（2010 年修了生） 
自動車学科 9.7％ 
就業者 19 名/調査回答者 196 名 
 
冷凍・空調学科 22.3％ 
就業者 40 名/調査回答者 179 名 

同左（2012 年修了生） 
自動車学科 13.7％ 
就業者 26 名/調査回答者 190 名 
 
自動車学科 21.0％ 
就業者 30 名/調査回答者 143 名 

2 対象学科の修了生を受

け入れた企業の訓練内

容に関する満足度が向

上する。 

社員を INPP 研修に送ったことの

ある企業の割合  62.5％ 
 
INPP の訓練が企業のニーズと合

致していると考える企業の割合 

90％ 

同左 
73.1％ 
 
同左 
93.7％ 

3 対象学科の修了試験結

果がプロジェクト開始

時と比べ上昇する。 

2010 年在訓練生 
修了試験の平均点数 

自動車学科 
ガソリンエンジンコース 55.0 点 
自動車電気コース   59.7 点 
 
冷凍・空調学科 
住宅冷凍空調コース  50.0 点 

2013 年在訓練生 
修了試験の平均点数 

自動車学科 
ガソリンエンジンコース 59.6 点 
自動車電気コース   62.5 点 
 
冷凍・空調学科 
住宅冷凍空調コース  58.8 点 

4 対象学科の訓練を修了

した訓練生の訓練内容

に関する満足度が向上

する。 

訓練内容に関する満足度 95％ 
 
訓練機材に関する満足度 75.6％ 
 
就業に際して INPP の訓練が役立

ったと考える修了生の割合 84.4％ 

同左 
95.4％ 
同左 
75.3％ 
同左 
90.2％ 

5 指導法研修を受講した

指導員に対する訓練評

価結果が向上する。 

訓練モニタリングを受けた指導

員の平均点 72.6 点 対象者 66 名 
同左 
75.8 点 対象者 5 名 
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３－２ 評価結果の要約 

３－２－１ 妥当性：高い。 
コンゴ民の政策・ニーズ及び、日本の対コンゴ民援助政策に合致している。 
(1) コンゴ民政府の政策との整合性 

コンゴ民の失業問題は深刻である。国際通貨基金によれば、失業率は 2008 年に 53.2％ で
あった（労働省「雇用と職業訓練に係る国家政策」2011 年 5 月）。このためコンゴ民政府は、

人材育成を国家発展に必要な優先分野として位置づけ、第 2 次貧困削減戦略文書 （2011～
2015）では職業訓練を通じた雇用状況改善を重視している。INPP は 1964 年 6 月 29 日付法

令 206 号によって設置された国立の職業訓練機関で、他の職業訓練機関と同様に求職者の訓

練を行うが、さらに企業から分担金を徴収しての従業員訓練や、指導員研修、他の職業訓練

機関が質の高い訓練を提供するための監督の役割も担っているため、本プロジェクトが指導

員の指導技術強化を通じて訓練の質向上をめざしたことの整合性は高い。 
 

(2) 指導員研修と対象科目及びターゲットの妥当性 
INPP が質の高い職業訓練を提供するためには、まず指導員の訓練指導能力を強化する必

要がある。基礎共通研修と指導技法研修は、INPP 指導員の基礎能力強化のニーズに応える

ものであり、プロジェクトが支援したことは妥当であったと評価できる。また、従来は先輩

指導員が個々のやり方で新しい指導員を指導していたところ、研修の目的、内容、教材、モ

ジュールの組み立てを確立し INPP の標準研修プログラムとして整備したことの意義は大き

い。自動車と冷凍・空調分野は、プロジェクト計画時と同様に、終了時評価時においても技

能訓練ニーズがあることが確認された。 
 

(3) 日本政府、JICA の援助方針との整合性 
本プロジェクトは、職業訓練プログラムの一環として実施されており、これは職業訓練を

優先分野の一つとしている日本の対コンゴ民国別援助計画（2012 年 12 月）に合致している。

JICA は世界のさまざまな地域で職業訓練分野の経験を蓄積しておりその経験を活用するこ

とができた。また、特に自動車分野の技術移転には日本が協力した優位性が認められる。 
 
３－２－２ 有効性：高い。 

プロジェクト目標の指標は、冷凍・空調学科のコア・トレーナーによる評価を除いてすべて達

成されている。INPP には指導員を対象とする体系的な研修プログラムが存在していなかったが、

プロジェクトによって基礎共通研修と指導技法研修が INPP の標準研修プログラムとして確立さ

れ、自動車学科と冷凍・空調学科以外の指導員の基礎能力強化にも貢献した。また、対象とした

すべての研修（基礎共通研修、指導技法研修及び自動車学科と冷凍・空調学科の専門技術研修）

において PDCA サイクルに沿って、ワーキング・グループ、データ集積班、研修管理改善委員会、

研修普及委員会が研修運営管理を行うという新しいシステムが確立した。さらに、本プロジェク

トでは、対象の研修にできる限り地方の指導員を含めるようにし、研修を受けた指導員は訓練指

導技術が改善したとのことである。したがって、成果の達成（研修実施体制の強化）がプロジェ

クト目標達成につながったと判断できる。 
ただし、研修運営に係る事務能力は今後強化が求められる。また、キンシャサ校と同様の機材



vii 

がないために実技を中心とした効果的な訓練ができない、地方の企業でも新しいタイプの機材が

導入されておりそれらを整備するために新しい技能を習得する必要がある、といった地方におけ

る課題を踏まえた地方校強化も今後の課題である。 
 
３－２－３ 効率性：比較的高い。 

前述のとおり、無償資金協力による施設建設が遅れ冷凍・空調の機材の設置が遅れたために、

十分な実習ができなかったことは、効率性を低くした。しかし、この点を除いてはおおむね予定

どおりの投入と活動が実施され、所定の成果が達成されたことから、投入・活動が効率的に実施

され成果の達成に結びついたと判断できる。効率性を高めた要因としては、セネガルでの研修及

びセネガル人専門家派遣を活用したことで日本での研修や日本人専門家派遣に比べてコストが

抑えられたこと、また、コア・トレーナーを日本やセネガルでの研修や日本人・セネガル人専門

家の指導で育成し、彼らが一般指導員の研修を行うという段階的な方法をとったことで、直接全

指導員を対象に研修を行うよりも効率的に指導員を育成することができたことが挙げられる。プ

ロジェクトで供与した研修・訓練機材費も毎年数千人の訓練生を対象として職業訓練を行うキン

シャサ校への投資として必要規模であり、研修や訓練における実技を可能にしたことで指導員の

能力強化や訓練生の満足度の向上に直接的に貢献しているため、適切だったと判断できる。 
 
３－２－４ インパクト：比較的高い。 

上位目標（訓練の質の改善）の指標である訓練生の成績、INPP の訓練が就業に役だったと考

える訓練生の割合や企業の満足度が向上したことで示されるように、INPP の訓練の質の改善が

見られ、本プロジェクトによる指導員の能力強化が貢献要因の一つであると考えられる。また

INPP での訓練に従業員を派遣したことがある企業やパートナー企業が増えたことは、INPP の積

極的な広報活動や、職業訓練アドバイザーの支援によって INPP と企業との連携が強化されたこ

と、企業のニーズを反映した訓練を INPP が提供できることについて企業の認識が改善したこと

も影響していると考えられる。一方、更なる訓練の質の改善のためには、冷凍・空調学科の新機

材を使ったコア・トレーナーの研修が必要である。 
その他の正のインパクトとして、上位目標指標にかかる数値データの収集を始めたことで、

INPP が、今まで意識していなかった訓練生の就業率等、組織のパフォーマンスを測る指標に対

する関心を高めたこと、視学官が基礎共通研修と指導技法研修の評価プロセスに参加すること

で、研修改善に対する意欲を高めたこと、INPP がより企業のニーズに合った訓練を提供するた

めの対策として、学力や目標の技術レベルに応じた期間や取得資格が異なるコースの設置など、

具体的な方策を考えるようになっていること、が挙げられる。 
負のインパクトとしては、キンシャサ校の 2012 年の訓練生の数が過去数年よりも減少したこ

とが挙げられる。一時的な現象ではあるが、指導員が本プロジェクトの活動に参加するため、一

般の訓練に充てられる時間が減ったことが一因と考えられる。 
 
３－２－５ 持続性：比較的高い。 

持続性は、政策面・組織面・技術面・財務面を総合的に判断して比較的高い。ただし、組織面

と技術面の持続性を高めるためには、指導員研修を継続するための具体的な計画が作成される必

要がある。 
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(1) 政策面 
コンゴ民における失業問題は深刻であり、同時に国の発展に寄与する高い能力をもった職

業人材に対するニーズが高いことから、人材育成はコンゴ民の優先分野であり、職業訓練も

重視され続ける可能性が高い。INPP は国立の職業訓練機関として、企業の従業員に質の高

い職業訓練を提供すること、指導員の研修や標準研修プログラムの策定を通じてほかの職業

訓練機関をリードしていくことが役割として規定されており、他の職業機関とは異なる独自

の責務を有し続けると判断できる。ただし、指導員研修を継続、拡大するための具体的な計

画を作成することが肝要である。 
 

(2) 組織面 
INPP は国内及び中部アフリカ諸国における職業訓練機関のリーダーになることを目標

に、研修・訓練プログラムの改善について強い意欲を示している。INPP が主体的に将来の

方向性とそのために必要なことを洗い出し、JICA に支援を求めており、オーナーシップは

高いといえる。本プロジェクトを通じて整備されたワーキング・グループ、データ集積班、

研修管理改善委員会、研修普及委員会が年間計画に従って個別の研修・訓練プログラムを計

画、実施、評価していくサイクルが既に確立しており、持続する見込みは高いといえる。他

方、研修の成果が訓練の改善に反映されるようになるためには、INPP の組織的な推進力、

指導力が求められる。 
 

(3) 技術面 
本プロジェクトでコア・トレーナーの能力強化を行ったことで、INPP 指導員の指導技術

は向上した。ほかの学科に比べて冷凍・空調学科の指導員の評価が低かったのは、冷凍・空

調学科のコア・トレーナーの専門技術研修が不足していたことが要因と考えられることか

ら、無償資金協力により建設される施設に据付予定の機材を活用した研修を実施すること

が、技術面の持続性を高めるために必要である。 
さらに、進歩する技術を取り入れて企業のニーズにも応える訓練を全国で提供するために

はコア・トレーナーの継続的な能力強化及びコア・トレーナーの増員も必要である。現在コ

ア・トレーナーの人数は、INPP の指導員の数と比較するとまだ少なく、地方にはほとんど

いない。 
 

(4) 財務面 
プロジェクト実施期間中を通じて INPP は相応の支出をしており、したがってプロジェク

ト終了後も必要な財務面の手当てはできる可能性が高い。INPP のパートナー企業数と分担

金が増加していることも、財務面での持続性に貢献し得る。今後は、研修・訓練の計画を適

切に立てること、また、研修の成果を用いて訓練内容や教材を改善するために要する適切な

予算を配分することで、持続性が確保される見込みが高まる。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

３－３－１ 計画内容に関すること 
(1) 基礎共通研修、指導技法研修、専門技術研修の組み合わせ 
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専門技術に加えて基礎共通と指導技法をプロジェクトの対象にしたことで、より多くの指

導員が裨益し、INPP 指導員全体の基礎的な知識・能力を強化することに貢献した。 
 

(2) 職業訓練プログラムとしてのアプローチ 
INPP が産業界のニーズに合致した質の高い職業訓練を提供することを目的に、本プロジ

ェクトは、職業訓練アドバイザー（個別専門家）、無償資金協力とともに JICA が包括的に INPP
を支援する「職業訓練プログラム」を構成している。個別専門家は INPP 本部の能力向上、

本部及び地方校の部署間の協力関係強化、パートナー企業との関係強化への支援を通じて、

本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標達成を促進している。また無償資金協力に

よる INPP キンシャサ校のインフラ整備によってより効果的な訓練実施が可能になる。 
 

(3) CFPT との南南協力 
セネガルのセネガル・日本職業訓練センター（Centre de Formation Professionnelle et 

Technique Sénégal-Japon：CFPT）は 1984 年に日本の支援で設立され、それ以降、日本の技術

協力プロジェクトや無償資金協力等を得て職業訓練機関として発展してきた。CFPT はその

経験を生かし、INPP の基礎共通研修プログラムの策定と指導員研修実施に貢献した。 
 

(4) 5S 活動の実施 
5S 活動によって訓練環境が整理整頓され、研修・訓練の効率性が向上したことで、研修・

訓練の実施体制強化に貢献した。 
 
３－３－２ 実施プロセスに関すること 

(1) 研修運営管理のための新システムの構築 
研修普及委員会と研修管理改善委員会が協力することで、本プロジェクトが支援する研修

の質が確保され、併せてプロジェクト終了後も効果的に指導員研修を実施していくための基

礎を築いた。 
 

(2) INPP のコミットメントとプロジェクト内のコミュニケーション 
INPP はコンゴ民のニーズに応える職業訓練の提供という使命を明確に意識し、中長期的

には中央アフリカ地域の職業訓練の中核としての役割を担いたいという目標をもち、本プロ

ジェクトに対しても強いリーダーシップとオーナーシップをもって取り組んでいる。プロジ

ェクト関係者間のコミュニケーションもプロジェクトの順調な進捗に貢献したと評価でき

る。 
 

(3) 指導員研修の評価システム改善 
指導員研修の受講成果を評価する仕組みが十分整備されていないという中間レビュー調

査での指摘を受けて、プロジェクトでは、実習で作成した製品の質を検査するチェックリス

トを整備した。指導員研修の評価システム整備により、受講者の習得度の評価だけでなく、

研修の改善点を把握することも可能になった。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

３－４－１ 計画内容に関すること：なし。 
３－４－２ 実施プロセスに関すること 

無償資金協力による施設建設が遅れたため、本プロジェクトで供与される予定の機材設置も遅

れている。これら機材を使っての冷凍・空調分野の実践的研修が不十分であった。 
 
３－５ 結論 

プロジェクトは両国の取り組みにより成果、プロジェクト目標ともに達成した。 
しかし、冷凍・空調分野については、当初想定していた機材の据え付け及び日本人短期専門家

による研修が実施されておらず、コア・トレーナーの能力向上が不足しているため、インパクト

と持続性の向上のためにも、これらの活動を実施することを目的として、プロジェクト期間を延

長する必要がある。延長期限は、無償資金協力による施設建設状況に基づく機材の調達時期とそ

の後の技術研修実施可能時期を確認のうえ、別途 INPP 側と合意する。 
 
３－６ 提言 

プロジェクト終了後の活動をより有効にするために、本調査団は INPP と協議し、以下が必要

であると合意した。 
 
３－６－１ 指導員研修の継続的な実施に向けた INPP の計画策定 

今後 INPP が質の高い訓練を提供するという上位目標を達成するためには、指導員の育成方針

を立て、指導員の経験や職位に応じて必要となるスキルを見直したうえで、新規に採用される指

導員に対する体系的な研修や既に研修を受けた指導員が更に知識や技術を向上させるための研

修をどのように実施していくかの、包括的な指導員養成計画を策定することが必要である。 
 
３－６－２ 基礎共通と指導技法の今後の実施方針 

基礎共通の指導員研修プログラムについて INPP は、今後他の職業訓練機関に対しても同プロ

グラムを実施したいと示唆しているが、運営能力や利用可能な資源の範囲で効果的に実施するた

めの戦略を策定することが必要である。 
指導技法研修については、本プロジェクトで対象としなかった指導員や今後新規に採用する指

導員に対しても継続的に指導技法研修を実施するため、頻度や時期などを含めた実施計画が必要

である。 
 
３－６－３ 指導員研修評価の仕組みに基づく、訓練の評価システムの改善 

プロジェクトで整備した、自己評価やコア・トレーナーによる評価などを組み合わせた指導員

研修における評価の仕組みは、指導員が訓練生に対して行う訓練でも有効だと考えられるため、

INPP が既存の訓練評価システムを改善する場合に、指導員研修評価の仕組みを適用することが

期待される。 
 
３－６－４ INPP 地方校の機能強化へ向けた取り組み 

INPP が全国での訓練の質を改善するためには、以下 4 点を含めて各州の機能を強化すること
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が必要である。 
1) 各地方の市場動向や需要を踏まえて、各校の訓練ニーズを定期的に分析し優先ニーズを抽

出する。 
2) 同分析及びニーズに基づき、訓練を実施するために要する施設及び機材を整理する。 
3) そのうえで各州における総合的な訓練計画を策定する（訓練内容・教材の改善や新規訓練

コースの開発などを含む）。 
4) 計画に沿って訓練を実施するために必要な指導員の養成計画を整理する。 

 
３－７ 教訓 

３－７－１ プログラムとしての取り組み 
本プロジェクトは、無償資金協力及び個別専門家派遣と組み合わせた職業訓練プログラムとし

て実施した。INPP 本部機能強化や施設改善によりプロジェクトの効果が高まったと考えられる。

またその一方では、東日本大震災という外部条件によるものだったとはいえ、無償資金協力によ

る施設建設の遅れは本プロジェクトの成果発現に負の影響を与えたため、スキームを組み合わせ

る場合には相互の進捗による影響を最小限にとどめる工夫が必要である。 
 
３－７－２ 職業訓練の質の向上 

指導員研修の成果を、職業訓練の内容や教材の改善及び新規訓練コースの開発という形で反映

させるためには、これを可能にする予算の確保や配分を含む組織的な意思決定と指示が重要であ

る。 
 
３－７－３ 研修受講者に対する評価の実践 

評価手法を単に項目として学習するだけでなく実践的に活用することが重要である。ただし、

評価結果は安易に研修実施側の人事考課や受講者の成績表として使われるべきではなく、研修実

施側にとっては研修改善の「気づき」のためのツールとして、また受講者のためには自分の強み

や弱みを把握して、更なる向上の励みとして活用されるよう、組織的な指導やモニタリングが必

須である。 
 

３－７－４ その他 
供与した研修・訓練用機材の適切な保守管理のため、５S 活動を行うことは有効である。また、

C/P と協議のうえで既存の機材管理システムを補完・強化するような機材保守管理台帳を作成す

ることは、新台帳が適用・継続活用されるためには重要である。 
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Summary of Terminal Evaluation Results 
1. Outline of the Project 
Country：Democratic Republic of the Congo Project Title：The Project on Development of Capacity of 

Instructors at INPP 

Sector：Human resources- Vocational Training Cooperation Scheme：Technical cooperation project 

Division in Charge： JICA Human 
Development Department  

Total Cost (as of the moment of this evaluation)： 
653 million Japanese Yen  

 
 
Period of 
cooperation  

January 2011 – December 2013 
To be extended  

Partner Country’s Implementation Organization： 
Institut National de Préparation Professionnelle (INPP) 

 Supporting Organization in Japan：Overseas Vocational 
Training Association & Oriental Consultants Co., Ltd. 
(Joint venture) 
Ministry of Health, Labour and Welfare  

1-1 Background of Project 
The Democratic Republic of the Congo (hereinafter referred to as “DRC”) experienced a series of 

armed conflicts through the 1990s which have seriously affected the country. One of the priorities among 
ongoing efforts to recover the economy is technical and vocational training, according to the national 
agenda on the promotion of employment. 

The Institut National de Preparation Professionnelle (INPP) is a national vocational training institute, 
responsible for enhancement of vocational skills of Congolese through its 11 branches across provinces. 
Although INPP developed its vocational training capacity in the 1980s with assistance from the 
Government of Japan in terms of technical experts and provision of equipment, INPP today faces serious 
challenges. Critical issues include inappropriate technical knowledge of instructors, difficulty in the 
transmission of knowledge and skills of senior trainers to the next generation, deterioration of equipment 
and facilities, and limited admission capacity, among others. 

In response to the official request of the Government of DRC to the Government of Japan, INPP and
JICA agreed to develop training capacity of INPP through a comprehensive Vocational Training Program 
which consists of three components; 1) Technical Cooperation Project to improve instruction skills of 
INPP trainers, 2) Grant Aid to rehabilitate and upgrade facilities and equipment of INPP Kinshasa, and 3) 
Dispatch of Expert to enhance management capacity of INPP headquarters. This terminal evaluation is 
conducted to evaluate the component 1, Technical Cooperation Project, namely the Project on 

Development of Capacity of Instructors at INPP (“the Project”). 
 
1-2 Project Overview 

The Project is planned to be three years from January 2011 until December 2013. Currently, eight 
consultants are assigned to cover the following technical areas: overall supervision, training design, 
training planning, training management, pedagogy, baseline survey, coordination and automobile 
maintenance. 

Under the Project, a series of training of trainers have been conducted in a phased manner, beginning 
with the intensive training of the core trainers in Japan, Senegal and INPP Kinshasa, moving on to 
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training of trainers from around the country conducted by the core trainers at INPP Kinshasa. The Project 
is focused on the following three technical subjects;  
1) Basic subjects common to all trainers (Tronc Commun), including electricity and mechanics; 
2) Specialized skills on a) automobile and b) refrigeration and air conditioning; and 
3) Pedagogical skills. 
 
(1) Overall Goal 

Quality vocational training mainly in automobile and refrigeration and air conditioning is provided at 
INPP.  
(2) Project Purpose 

Teaching skill of trainers of INPP, mainly those of the automobile course and the refrigeration and air 
conditioning course, are improved. 
(3) Outputs 

Output 1. Implementation system of the basic and common skills training is strengthened. 
Output 2: Implementation system of the specialized skills training is strengthened. 
Output 3. Implementation system of the pedagogical skills training is strengthened. 

 
(4) Inputs 

Japanese side Total cost: 653 million Japanese Yen 
Japanese experts 11experts in the following 9 technical areas (in total 104.87M/M): 

overall supervision, training design, training planning, training 
management, pedagogy, baseline survey, coordination, automobile 
maintenance and training evaluation. 

Senegalese experts 3 experts in the following 4 technical areas: hydraulic pressure, 
pneumatic pressure, Programmable Logic Controller, Tungsten 
Insert Gas welding. 

Training in Japan Automobile: 2 sessions (5 participants in 2012 and 8 participants in 
2013). 
Refrigeration and air conditioning: 3 sessions (5 participants each 
year during 2011 and 2013) 

Training in Senegal Mechanics: 2 sessions (8 participants each) 
Electricity and electronics: 2 sessions (8 participants each) 

Equipment Equipment for training 84,594,190 Japanese Yen (as part of the 
above total cost) 

Operational expenses 41,217,443 Japanese Yen (equivalent to 420,157.42 United States 
Dollars) 
(USD=JPY98.10 as of August 2013) 

DRC side 
Counterparts Project Director (Director General, INPP) 

Project Manager (Technical Director, INPP) 
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Project Coordinator (Director, INPP Kinshasa) 
Total 86 INPP staff as members of various commissions and 
working groups 

Facilities and Project office in INPP Kinshasa 
equipment 
Operational expenses 52,698,595 Japanese Yen (equivalent to 487,949,954 Congolese 

Franc) 
(CDF=JPY98.10 as of August 2013) 

2. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation  
Team 

Team leader  Ms. Emi Aizawa  Director, Social Security Division, Human 
Development Department, JICA 

Vocational 
Training 

Mr. Hirotake Iida Deputy Director, Planning and Coordinating 
Division, Japan Organization for Employment of 
the Elderly, Persons with Disabilities and Job 
Seekers  

Evaluation 
planning 

Ms. Yahoko Asai Special Advisor, Social Security Division, Human 
Development Department, JICA 

Evaluation 
analysis 

Ms. Akemi Serizawa Global Link Management Co., Ltd.  

Period of 
Evaluation 

20th July – 10th August 2013 Type of Evaluation:  
Terminal Evaluation  

3. Evaluation Results 
3-1 Project Performance 
3-1-1 Outputs 
(1)【OUTPUT 1】Implementation system of the basic and common skills training is strengthened. 

Output 1 has been achieved vis-à-vis all indicators concerning planning and implementation of 
training, satisfaction of trainers, and revision of training. Tronc Commun training was fully developed 
and became a standard program of INPP to be applied to all INPP schools in provinces. The functional 
training management system is in place, through which Tronc Commun is managed by the Tronc 
Commun working group, the data collection team, the Commission of Training Management and 
Improvement (in INPP Kinshasa) and the Commission of Diffusion (in INPP headquarters), following the 
plan-do-check-act cycle (PDCA cycle). 
 
(2)【OUTPUT 2】Implementation system of the specialized skills training is strengthened. 

Output 2 has been achieved vis-à-vis all indicators. Concerning the indicator lesson plans and teaching 

materials are developed and revised more than two times during the Project, it is important to note that 
the specialized skills training is a training in which the core trainers transfer their knowledge and skills
that they acquired from the Japanese experts and in the several training sessions in Japan to other trainers. 
Due to this nature, the contents differ every time and lesson plans and teaching materials could not be 
standardized unlike Tronc Commun and Pedagogy. However, the terminal evaluation team confirmed that 
the necessary revisions have been made (e.g. extension of training period, addition of practical training 
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using appropriate equipment) and therefore, it can be judged that the indicator was achieved. 
One of the factors leading to the difference in the satisfaction rates of the trainers (92% for automobile 

and 80% for refrigeration and air conditioning) may be that the trainers of the latter did not have enough 
practical training at INPP Kinshasa due to the lack of necessary equipment. The delay in the provision of 
such equipment was caused by the delay in the construction of facilities by Japan’s Grant Aid (component 
2 of the Vocational Training Program as mentioned above) due to the Great East Japan Earthquake (2011).
 
(3)【OUTPUT 3】Implementation system of the pedagogical skills training is strengthened. 

Output 3 will be achieved vis-à-vis all the indicators once one more revision is made before the Project 
concludes. Pedagogy training was fully elaborated and became a standard program of INPP to be applied 
to all INPP schools in provinces. The management system of training is in place through which Pedagogy 
training is managed by the Pedagogy working group, the data collection team, the Commission of
Training Management and Improvement and the Commission of Diffusion, following the PDCA cycle. 
 

3-1-2 Project Purpose 
Teaching skills of INPP trainers, mainly those of the automobile course and the refrigeration and 
air conditioning course, are improved. 

The Project Purpose has been achieved vis-à-vis the project indicators. However, the table below shows 
that the result of training in refrigeration and air conditioning evaluated by the core trainers (63%) is 
lower than other subjects. This suggests that the quality of training of the core trainers in refrigeration and 
air conditioning was not sufficient due to the reason discussed in the section Output 2 above. Their 
teaching skill should be further strengthened. 

The terminal evaluation found that the participants of training of trainers felt that their instruction 
capacity has been enhanced. They stated that they started applying what the core trainers were doing in 
their own classes; that they could better plan, implement and evaluate the training for trainees; that they 
became able to breakdown a complicated task into small steps so that it is easier for trainees to understand 
key learning points during practical training; and that hygiene and safety management were improved in 
their classes. 

Indicators 

Status 
Self-evaluation Evaluation by 

core trainers 
after training 

Before 
training 

After 
training 

1 More than 80% of trainers who attended Tronc 
Commun receive at least a 3 grade point, 
applying 5 grade evaluation system 

29% 95% 93% 

2 More than 80% of trainers who attended 
specialized skills training receive at least a 3 
grade point, applying 5 grade evaluation 
system 

(automobile course) 
83% 

14% 94% 
(refrigeration and air 
conditioning course) 63% 
16% 80% 
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3 More than 80% of trainers who attended 
pedagogical skills training receive at least a 3 
grade point, applying 5 grade evaluation 
system 

53% 98% 100% 

Source: Endline survey report (July 2013) 
 

3-1-3 Overall Goal 
Quality vocational training mainly in automobile and refrigeration and air conditioning is provided 
at INPP.  

Most of the Overall Goal indicators have been achieved. While economic, social and personal factors 
need to be examined, the strengthened capacity of the trainers through this Project is likely to be one of 
contributing factors to the improved performance of trainees and to an increased percentage of trainees 
who think that the training at INPP has helped them find a job. In addition, the increase in the number of 
companies which have sent their employees to INPP training courses proves that INPP is becoming a 
more widely recognized vocational training center. This improvement is attributed not only to the 
strengthened capacity of INPP trainers but also to INPP’s expanded network with companies which was 
achieved with a support from the Vocational Training Advisor dispatched to INPP headquarters. INPP’s 
public relations efforts were also notable to improve INPP’s recognition among partner companies. 
No clear changes were observed concerning the trainees’ employment rate and their satisfaction about 
training contents and equipment. However, the Overall Goal is likely to be   achieved because, with the 
assistance of the Project and the Vocational Training Advisor, INPP realized the importance of 
employment support and started taking concrete actions such as company visits and various seminars for 
trainees who are seeking jobs after graduation. INPP is also setting up a system to collect data concerning 
INPP graduates. Continuous data collection and regular analysis of employment status of INPP graduates 
is crucial for INPP to timely identify emerging issues and improve the quality of training. Delay in 
installation of equipment concerning refrigeration and air conditioning may adversely affect the training 
quality. Further training for trainers is required. 

Indicators Status 
  Baseline survey 

(Aug-Sept 2012) 
Graduates of 2010 

Endline survey 
(May-July2013) 

Graduates of 2012 
1 Employment rate of 

graduates (employed or 
self-employed) from the 
targeted courses of INPP 
Kinshasa improves 
compared with the data at 
the beginning of the 
Project 

Employment rate of 2010 
graduates 

Automobile course 9.7% 
 (19 out of 196 respondents) 

 
refrigeration and air 
conditioning course 22.3% 
(40 out of 179 respondents) 

Employment rate of 2012 
graduates 

Automobile course 13.7% 
(26 out of 190 respondents) 

 
refrigeration and air 
conditioning course 21.0% 
(30 out of 143 respondents) 
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2 Satisfaction rate of 
companies which 
employed INPP graduates 
from the targeted courses 
improves compared with 
the data at the beginning of 
the Project 

Enterprises that have sent their 
employees to training at INPP: 
62.5% 
 
Enterprises that thought INPP 
met their needs: 90% 
 

Enterprises that have sent their 
employees to training at INPP: 
73.1% 
 
Enterprises that thought INPP 
met their needs: 93.7% 
 

3 Exam scores of the targeted 
courses improve compared 
with the data at the 
beginning of the Project  

Trainees 2010  
Average score of the final exam  
(Maximum Score 100) 
Automobile course 
Gasoline engine  55.0  
Automobile electronics  59.7 
 
Housing refrigeration and air 
conditioning 50.0  

Trainees 2012  
Average score of the final exam  
(Maximum Score 100) 
Automobile course 
Gasoline engine  59.6  
Automobile electronics  62.5 
 
Housing refrigeration and air 
conditioning 58.8 

4 Percentage of those who 
were satisfied with the 
training improves 

Percentage of those who were 
satisfied with the content of the 
training: 95% 
 
Percentage of those who were 
satisfied with the training 
equipment: 75.6%  
 
Percentage of those who thought 
that INPP training helped them 
find the job: 84.4% 

Percentage of those who were 
satisfied with the content of the 
training: 95.4% 
 
Percentage of those who were 
satisfied with the training 
equipment: 75.3%  
 
Percentage of those who thought 
that INPP training helped them 
find the job: 90.2% 

5 Evaluation results of 
training of trainers improve

Average score of trainers 
monitored between 2009 and 
2011 (66 persons) 
(Maximum Score 100) : 72.6 

Average score of trainers 
monitored in 2013 (5 persons) 
(Maximum Score 100) : 75.8 

Source: Endline survey report (July 2013) 
 

3-2 Summary of Evaluation Results 
3-2-1 Relevance: High 

The relevance of the Project is high. It is in line with the policy and the needs of DRC as well as Japan’s 
development assistance policy for DRC. 
(1) Relevance to the DRC policies 

Unemployment is a serious issue in DRC. Concerning the high unemployment rate of  53.2% in 2008 
(Ministry of Employment, Politique Nationale de l’Emploi et de la Formation Professionnelle, May 
2011), the government places a high priority on human resource development. The second 
Development and Poverty Reduction Strategy (2011-2015) emphasizes the improvement of 
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employment situation through vocational training. INPP is a national vocational training institute 
established by the Ordinance No. 206 dated 29 June 1964. INPP is a relevant counterpart, considering 
its unique mandates to train employees sent by the partner companies in turn of their financial 
contributions, to train trainers, and to lead other vocational centers for the provision of quality training, 
in addition to training of job seekers. 

(2) Relevance of the Project scope, target subjects and beneficiaries 
The scope of the Project was relevant because INPP urgently needed to upgrade its trainers’ instruction 
skills in order to provide quality vocational training. Tronc Commun and Pedagogy training greatly 
helped trainers improve their basic knowledge and skills. Standardization of training programs on these 
two subjects was significant as senior trainers used to train new trainers in their own styles, affecting 
the overall quality of training. Selection of the automobile and refrigeration and air conditioning 
courses was appropriate as there are clear demands for these technical skills.  

(3) The Project is in line with the Japan's assistance policy for DRC (December 2012) in which 
vocational training is among its priority areas. JICA has a comparative advantage in technical support 
for vocational training as it has ample experiences in various countries in the world. Japan’s advanced 
vehicle maintenance techniques have also contributed to the Project. 

 

3-2-2 Effectiveness: High 
 The effectiveness of the Project is high. 

The Project Purpose was achieved vis-à-vis the project indicators except for the evaluation score by the 
core trainers in refrigeration and air conditioning. Tronc Commun and Pedagogy training programs were 
standardized to be applied to all INPP schools in provinces, and  have strengthened the basic capacity of 
trainers beyond the two target specialized programs. INPP has established the training management 
system operated by the working groups, the data collection teams, the Commission of Training 
Management and Improvement as well as the Commission of Diffusion, following the PDCA cycle. While 
the Project was implemented only in INPP Kinshasa, the efforts were made to include trainers from all 
INPP schools in provinces. 

The future challenges for INPP are to improve administrative capacity to efficiently implement training 
and to address lack of training equipment and facilities in INPP schools other than INPP Kinshasa. 
 

3-2-3 Efficiency: Relatively high  
The efficiency of the Project is relatively high. 
The delay in the provision of some of the equipment and the implementation of training on refrigeration 

and air conditioning has affected the quality of training of core trainers. Other than that, all the Project 
inputs and activities have been implemented as planned and contributed to the achievement of the 
Outputs. 

It was cost-effective that the Project engaged Senegalese experts and adopted a phased approach to 
training of trainers, focusing on core trainers first and then on trainers from all INPP schools. Training 
equipment investment for INPP Kinshasa was proportional to its size and enabled practical training for 
trainers as well as trainees. 
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3-2-4 Impact: Relatively high 
The impact of the Project is relatively high. 
The quality of INPP training has been improved as supported by the Overall Goal indicators to show the 

exam scores and level of satisfaction of trainees, and satisfaction of the partner companies. Furthermore, 
the Vocational Training Advisor assisted INPP to enhance its network with partner companies, leading to 
an increase in the number of companies which have sent their employees to INPP’s training courses. 
INPP’s efforts to increase its media coverage have also contributed to attracting more partner companies. 
As discussed above, the implementation of the training on refrigeration and air conditioning for the core 
trainers in INPP Kinshasa is necessary to achieve the Overall Goal. 

The terminal evaluation also observed several positive impacts. For example, through the baseline and 
endline surveys, INPP improved its awareness about importance of data which is useful to prove the 
quality and effectiveness of INPP vocational training. Participation in the evaluation of the Tronc 
Commun and Pedagogy trainings has encouraged the inspectors to proactively engage in the training 
improvement process. Furthermore, INPP became more conscious about the needs of partner companies 
and the labour market and therefore, it started to consider concrete actions to be taken such as 
modification of course duration and contents for trainees dispatched by the companies. 

The negative impact identified was that, although temporarily, the number of trainees in INPP Kinshasa 
decreased in 2012 compared to the previous years, partly because of the unavailability of trainers for 
training programs for job-seekers while they participate in the Project activities. 
 

3-2-5 Sustainability: Relatively high 
Sustainability of this Project is relatively high. 

(1) Policy aspects  
Human resource development and vocational training development are likely to continue to be one of the 

priorities of DRC. INPP maintains a unique position in the country as a national training institute, 
mandated to provide quality training for companies' employees and to lead other vocational training 
centers by providing training of trainers. It is necessary for INPP to develop a concrete plan to continue 
and expand training of trainers. 
 
(2) Institutional aspects 

Aiming at becoming a leading vocational training institute in Central Africa in the future, INPP 
demonstrated a strong ownership and commitment to improve the quality of vocational training by 
strengthening trainers’ capacity throughout the project period. The training management system is 
established and the working groups, the data collection team, the Commission of Training Management 
and Improvement as well as the Commission of Diffusion are fully functional to plan, implement, and 
evaluate each training program. Further improvement of quality of vocational training requires INPP to 
strengthen operational management skills and consider organization-wide reform.  
 
(3) Technical aspects 

The technical capacity of INPP trainers has been strengthened under the Project. As mentioned, the 
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implementation of practical training of core trainers on refrigeration and air conditioning is necessary to 
ensure the sustainability of technical capacity on this subject. Furthermore, evolving technologies and 
companies’ demands require INPP to continuously upgrade trainers’ capacity as well as to increase the 
number of the core trainers.  
 
(4) Financial aspects 

INPP is likely to secure the budget to continue project activities because during the Project, a reasonable 
amount has been paid by INPP. Increase in the number of partner companies and their financial 
contributions also suggest INPP’s financial capability. Appropriate training plan and corresponding 
budgeting are necessary to ensure the financial sustainability. 
 
3-3 Factors Promoting the Production of Effects 
3-3-1 Factor concerning to Planning 
(1) Combination of training of trainers on Tronc Commun, Pedagogy and specialized training supported a 
wider number of trainers to extend their basic knowledge and skills as a trainer. 
(2) Vocational Training Program for INPP consisting of this Project, the Vocational Training Advisor and 
rehabilitation of infrastructure at INPP Kinshasa by Grant Aid produced synergetic effects. 
(3) Expertise of Centre de Formation Professionnelle et Technique Sénégal-Japon (CFPT), Senegal, has 
contributed to development of the Tronc Commun course and implementation of training of trainers at 
INPP. 
(4) 5S (Sort, Set, Shine, Standardize, Sustain) activities have contributed to the improvement of training 
by offering cleaner working environment and efficiency of training. 
 
3-3-2 Factor concerning to Process 
(1) Establishment of a new system for improving training management 

Collaboration between the Commission of Diffusion at INPP headquarters and the Commission of 
Training Management and Improvement at INPP Kinshasa contributed to quality of training supported by 
the Project. This will be the foundation for INPP to carry out effective training of trainers even after the 
Project. 
(2) INPP’s commitment and constant communication among the Project members 

INPP is keenly aware of its responsibility to meet the needs of Congolese for vocational training and 
aiming at becoming a leading vocational training institute in Central Africa. Sharing this common goal, 
the Project enjoyed constant communication among the members which resulted in steady implementation 
of the planned activities. 
(3) Enhancement of the evaluation system of training of trainers 

Following the recommendation made by the Mid-term Evaluation, the Project developed an additional 
evaluation tool to measure the acquired skills of trainers by examining quality of finished products made 
during the practical training. This helped the core trainers assess the level of understanding of training 
participants (trainers) and also identify areas for improvement concerning the training programs.  
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3-4 Factors Inhabiting the Production of Effects 
3-4-1 Factor concerning to Planning  
None. 
 
3-4-2 Factor concerning to Process 

Delay in the implementation of Japan's Grant Aid to rehabilitate infrastructure caused the delay in the 
provision of equipment by the Project, and the trainees could not do sufficient practical training using the 
equipment. 
 

3-5 Conclusion 
The terminal evaluation team concludes that Relevance and Effectiveness of the Project are high and 

Efficiency, Impact and Sustainability are relatively high.  
The Outputs and Project Purpose have been achieved vis-à-vis the indicators due to commitment and 

efforts by both Congolese and Japanese sides. Most of the activities have been implemented according to 
the plan and the remaining activities are to be conducted by the end of the Project, except for the 
provision of some of the equipment and the implementation of training on refrigeration and air 
conditioning. The capacity development of these core trainers has not been sufficient and it may have an 
adverse impact on the sustainability of the Output 2 and the achievement of the Overall Goal. The 
terminal evaluation team, therefore, considers that it is necessary to extend the duration of the Project. 

It suggests that, during the extended Project period, the equipment be installed and a Japanese expert be 
dispatched to provide minimum training necessary to utilize the equipment in the new facility being 
constructed by Japan’s Grant Aid. INPP and JICA will decide the exact duration of the Project when there 
is enough information to determine when the equipment will be installed and the training will be 
conducted.  
 

3-6 Recommendations 
The terminal evaluation team recommends that the following actions be taken in order to sustain and 

utilize the outputs of the Project. 
 
3-6-1 Development of a policy on the continuous capacity development of trainers 
3-6-2 Continuation of training of trainers on Tronc Commun and Pedagogy 

- Develop a strategy to make full use of Tronc Commun training; and 
- Develop a plan on how to conduct Pedagogy training to existing trainers and newly recruited 

trainers. 
3-6-3 Utilization of evaluation system of the training of trainers for the improvement of training programs
3-6-4 Enhancement of the capacity of INPP provincial schools 

- Periodically analyze and prioritize the training needs at each INPP provincial school based on the 
industry demands; 

- Identify required facilities and equipment at each INPP provincial school;  
- Develop an overall training plan for each INPP provincial school; and 
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- Develop a plan for the capacity development of the trainers of INPP provincial schools. 
 
3-7 Lessons learned 
3-7-1 Program approach  

The Project implementation and achievement of the Project Purpose and the Overall Goal were 
promoted by the other components of the Vocational Training Program for INPP; enhancement of 
management capacity of INPP headquarters with assistance of the Vocational Training Advisor as well as 
rehabilitation of facilities at INPP Kinshasa by the Grant Aid. On the other hand, although owing to a 
natural disaster, the delay in the construction of facilities by the Grant Aid affected the achievement of the 
Project Purpose of the Technical Cooperation Project. In order to mazimize the benefit of program 
approach, it is necessary to take measures to minimize the negative impact of each component. 
 
3-7-2 Improvement of quality of vocational training 

Training of trainers is a critical first step towards improvement of quality of vocational training. 
However, it needs to be followed by further actions such as modification of training contents, revision of 
learning materials and development of new training courses. All of these actions require a responsible 
vocational training institute to have sufficient capacity to make a comprehensive planning, strategic 
decision as well as operational instructions including timely and adequate budgetary allocation.  
 
3-7-3 Effective training in evaluation and careful utilization of its results 

It was significant that the INPP counterparts acquired evaluation skills because of the Project process 
which was combined by theory and practice (e.g. core trainers collected feedbacks from training 
participants and utilized the results to actually modify the training programs). The benefits of training 
evaluation are twofold; first, training organizers are able to identify specific areas for improvement of 
training; and second, training participants are able to understand their own strengths and weaknesses from 
the evaluation results. However, careful guidance and monitoring are necessary to ensure these benefits 
because there is a risk that training evaluation results are misused as performance reports of trainers or 
grade reports of training participants. 
 
3-7-4 Others  

5S activity was effective to achieve systemic maintenance of equipment that was procured by the 
Project. The inventory is also necessary to efficiently and effectively maintain and manage various 
equipment and materials, and development of such inventory requires a detailed analysis of the existing 
system. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

コンゴ民主共和国（以下、「コンゴ民」という。）の首都キンシャサ市に本部を置く国立職業訓

練校（Institute National de Préparation Professionnelle：INPP）は、コンゴ民の職業訓練能力強化を

目的として 1964年に設立され、全国 11カ所に拠点を有する同国最大規模の職業訓練機関である。

コンゴ民の産業人材育成と経済発展に資するため、日本は 1980 年代に INPP に対して専門家派遣

と機材供与を組み合わせた協力を実施したが、これは 1991 年の内戦勃発により中断を余儀なくさ

れた。現在コンゴ民では復興・開発への歩みを進めており、経済発展のための重要な政策として

「雇用・労働の改善」を優先課題の一つに掲げ、産業人材の育成を重要視しているが、内戦によ

る影響は大きく、INPP は内戦中や内戦後に採用された新人指導員の知識や技術不足に加え、ベテ

ラン指導員の高齢化、機材や施設の老朽化、収容量の限界など、さまざまな問題を抱えており、

職業訓練提供機関としての質や機能向上が喫緊の課題である。 
このような背景から、コンゴ民は、日本政府に INPP の職業訓練実施能力強化を目的とする協

力を要請し、国際協力機構（JICA）が、①指導員の指導技術強化を目的とする技術協力プロジェ

クト、②INPP キンシャサ校1の施設・機材の整備を行う無償資金協力、そして③INPP 本部の能力

強化を目的とした個別専門家派遣を組み合わせた、包括的な「職業訓練プログラム」を実施する

こととなった。 
上記①にあたる「国立職業訓練校指導員能力強化プロジェクト」（以下、「プロジェクト」とい

う。）は、INPP をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、2011 年 1 月から 2013 年 12
月までの 3 年間の予定で実施しており、現在、8 名から成るコンサルタントチーム（総括、訓練

計画、研修・企画管理、訓練運営管理、指導技法2、ベースライン調査Ⅰ、同Ⅱ、及び業務調整/
訓練計画補助）と自動車整備訓練個別専門家（１名）が派遣され、活動を進めている。 

今般、プロジェクトの終了を約半年後に控え、JICA は INPP と合同で、本プロジェクトの実績、

実施プロセスや目標達成度を分析するとともに、プロジェクト後の課題及び今後の方向性につい

て確認し、合同評価報告書に取りまとめることを目的とした終了時評価調査を実施した。 
 
１－２ 調査日程 

本終了時評価調査は、2013 年 7 月 20 日から 8 月 10 日にわたり実施。 

日付 曜日 団員及び業務内容 

  

1. 団長  

2. 職業訓練 

3. 協力企画 

4.評価分析 

7/20 土   21:55 成田  

7/21 日    03:50 パリ 10:45  キンシャサ 17:35 

                                                        
1 INPP は全国 11 州に州支部（Direction Provinciale）、支局（Antenne）または連絡事務所（Bureau de liaison）を置き、その州に

おける職業訓練を統括すると同時に、職業訓練校（Entite）で実際の訓練を提供している。本報告書において各州の INPP を

指して（例）キンシャサ「校」と呼ぶときには、この州支部等の役割及び職業訓練校の両者を指している。 
2 PDM では「指導法」となっているが、この報告書ではプロジェクト専門家が用いる呼称に沿って「指導技法」とする。 
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7/22 月   

INPP 表敬 

INPP 合同評価メンバーと打合せ 

以下関係者へのインタビュー 

・INPP 総裁 

・INPP 技術部長 

・INPP 調査部長、視学部副部長等 

・INPP 研修改善委員会メンバー 

7/23 火   

以下関係者へのインタビュー 

・プロジェクト専門家 

・INPP キンシャサ校長等 

・職業訓練アドバイザー 

7/24 水   

以下関係者へのインタビュー 

・基礎共通ワーキング・グループ長 

・基礎共通コア・トレーナー 

・指導技法ワーキング・グループ長 

・指導技法コア・トレーナー 

・INPP キンシャサ指導員 

7/25 木   

以下関係者へのインタビュー 

・基礎共通研修に参加した指導員 

・指導技法研修に参加した指導員 

・専門技術（自動車）研修に参加した指導員

・専門技術のコア・トレーナー 

・専門技術（冷凍・空調）研修に参加した指

導員 

・地方校から基礎共通研修に参加した指導員

7/26 金   

以下関係者へのインタビュー 

・5S ワーキング・グループ長 

・機材インベントリー担当 

・資金回収部、Bureau des conseillers 

・データ集積班 

7/27 土   
報告書案作成 

7/28 日   

7/29 月 報告書案作成 

7/30 火 

00:40 羽田 06:20Paris 

10:45   キンシャサ 17:35 

20:20 団内打合せ 

報告書案作成 

 

団内打合せ 
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7/31 水 

08:30 JICA コンゴ民事務所にて団内協議 
10:00 労働大臣表敬 
11:15 INPP 総裁表敬 
11:40 INPP キンシャサ校視察 
14:00 INPP によるプロジェクト評価報告 
16:00 指導技法研修参加者（指導員）へのインタビュー 

8/1 木 10:00 プロジェクト専門家との協議～17:00 

8/2 金 10:00 INPP と評価協議議事録（M/M）案協議～16:00 

8/3 土 
10:00 プロジェクト専門家と M/M 付属資料案整理 
16:00 プロジェクト専門家との協議～18:00 

8/4 日 M/M 案作成 

8/5 月 
10:00 在コンゴ民ベルギー大使館でのインタビュー 
13:30 INPP と M/M 案協議～16:00 

8/6 火 

10:00 INPP 総裁と協議 
11:00 M/M 案作成 

10:00 指導技法研修視察 
10:30 基礎共通研修視察 
10:45 冷凍・空調コア・トレーナーへの

インタビュー 
13:00 キンシャサ校実習視察 

13:00 INPP と M/M 案協議～16:00 

8/7 水 
10:00 合同調整委員会 M/M 署名 
14:00 ドナー等対象 プロジェクト成果発表セミナー 

8/8 木 

10:00 在コンゴ民日本大使館表敬 報告 
14:00 JICA コンゴ民事務所報告 
15:00 INPP 帰国挨拶 
15:30 空港へ出発 
22:00 キンシャサ→ 

8/9 金  11:30 / 13:30 パリ  

8/10 土  羽田 06:30 / 成田 08:00 

 
１－３ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所属及び役職 

団長/総括 合澤 栄美 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ社会保障課  
課長 

職業訓練 飯田 洋丈 （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 企画部企画調整課 

課長補佐 

協力企画 朝居 八穂子 JICA 人間開発部高等教育・社会保障グループ社会保障課  
特別嘱託 

評価分析 芹澤 明美  グローバルリンクマネージメント（株）コンサルタント 
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１－４ 主要面談者 

１－４－１ コンゴ民側関係者 
(1) 雇用・労働・社会保障省 （Ministère de l’Emploi, Travail et Prévoyance Sociale） 

氏 名 所属及び役職 

Modeste BAHATI LUKWEBO 大臣 

 
(2) INPP 本部 

氏 名 所属及び役職 

TSHIKUYA KAYAMBE 総裁/プロジェクトディレクター 

N'KONGOLO BADIKILA 技術部長/プロジェクトマネジャー 

KANDOLO MBONBO 調査部長 

MULUMBA NGINDU 資金回収部長 

BAPEKE BANKULU 視学部副部長（部長代行） 

BOLA IWULA  調査部副部長 

MALONGI 資金回収部副部長 

MOMBAYA Freddy 調査部調査課長 

PHUKA FUNZI  調査部情報課長 

MUTOMBO KAZAMBA 視学部調査担当 

BLANCHARD 資金回収部交渉・資金回収課長 

MBOMBO インベントリー担当 

MIHIGO MUGISHO 調査部調査担当 

ALOMA EDENGU 調査部調査担当 

 
(3) INPP キンシャサ校 

氏 名 所属及び役職 

BONDJEKE MWENINDAKA 校長/プロジェクトコーディネーター 

MAHENDA MA NKUMU 副校長  

MBONGO LOKOLE 副技術部長 
基礎共通研修ワーキング・グループ長 

TSHIBAMBE NYENGIE 電気科長 基礎共通研修コア・トレーナー 

TETE MBONDA 電気科 基礎共通研修コア・トレーナー 

MWANBA MUKINAYI 電気科  

MONSEVINYA N'SANEMA 電子科長 基礎共通研修コア・トレーナー 

LUBWIKA NZEMBELENGE 電子科 基礎共通研修コア・トレーナー 

OFODIA ELANGA 電子科  

NTIKALA BIONGO 機械科長 基礎共通研修コア・トレーナー 

MUBEY MWAN BIMBA 機械科  

LUTETE MUFU 指導技法科長 指導技法コア・トレーナー 

IKAMBA BOLEKILI 指導技法科 指導技法コア・トレーナー 
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MAVINGA WILA 指導技法科 指導技法コア・トレーナー 

BOOTO WIYAMBE 指導技法科 指導技法コア・トレーナー 

DIMBU MUKINSIONA 自動車学科 基礎共通研修コア・トレーナー  

PAMBU PANZU 自動車学科  

BOYANGA BOMENGO 自動車学科  

WENGA WA KABEMBE 自動車学科  

BOONGO BASSA 自動車学科  

NTAMBWE MPIANA  溶接科長 基礎共通研修コア・トレーナー 

MBAFU MUBANGA  溶接科  

MOKOMBA JOEL 冷凍・空調学科 冷凍・空調コア・トレーナー長 

NSONI JULES 冷凍・空調学科 冷凍・空調コア・トレーナー 

LEMA FABIEN 冷凍・空調学科 冷凍・空調コア・トレーナー 

NKIALULENDO JUNIOR 冷凍・空調学科 冷凍・空調コア・トレーナー 

NGOMA AORON 冷凍・空調学科 冷凍・空調コア・トレーナー 

SAMULANGI EYOLANGI 冷凍・空調学科  

KALOBO KABWIKA 冷凍・空調学科  

GAPUTU TAMBWE 冷凍・空調学科  

NGWANGU INGALA 冷凍・空調学科  

MAKUMBI 視学官  

FILA 視学官  

BELE 視学官  

BOOTO 視学官  

MUSUSU LUMBALA 訓練生相談室調査担当 

MWAMBA KANDE 秘書  

NGOY DANNY 秘書  

MUSULA インベントリー担当 

FRANCOIS インベントリー担当 

NGAMIKA インベントリー担当 

 
(4) INPP 地方校 

氏 名 所属及び役職 

DIASILUA MUBETO ELIE INPP ボマ校 自動車学科 自動車学科コア・トレーナー 

MAKABA YIMBU  INPP ボマ校 自動車学科  

LUELA NTHIAMA INPP ボマ校 コンピュータ科 

KYEMBO KYLYFYE  INPP ブカブ校（ウビラ連絡事務所）自動車学科 

AMEGINDRA GBALANGA  INPP ゴマ校 自動車学科 
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(5) 在コンゴ民ベルギー大使館 

氏 名 所属及び役職 

Koen Van Aceleyan 国際協力担当書記官 

 
１－４－２ 日本側関係者 

組 織 氏 名 所属及び役職 

在コンゴ民日本大使館 冨永 純正 
山内 貴美子 

特命全権大使 
二等書記官 

JICA コンゴ民事務所 興津 圭一 
徳田 真人 
Olivier DIEMBY 

次長 
所員 
所員 

INPP 本部 武藤 小枝里 JICA 職業訓練アドバイザー 

プロジェクト専門家 藤本 篤 
田代 治徳 
高中 克明 
坂東 愛 

総括 
研修企画・管理 
訓練計画 
業務調整 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
２－１ 基本計画 

本プロジェクトは、INPP キンシャサ校を拠点に、本邦研修、第三国研修や専門家による技術移

転を通じて、各訓練科を担う中核指導員「コア・トレーナー」を育成し、さらにコア・トレーナ

ーによる他の指導員へ各種研修3を実施するというサイクルを構築することで、全国の INPP 指導

員の訓練指導技術を強化することをめざす。 
 

(1) 協力期間 
2011 年 1 月～2013 年 12 月（3 年間） 

 
(2) 上位目標 

INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心に、質の高い訓練が提供される。 
 

(3) プロジェクト目標 
INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心とする指導員の指導技術が強化される。 

 
(4) 成果 

1) 基礎共通研修の実施体制が強化される 

2) 専門技術研修の実施体制が強化される 

3) 指導技法研修の実施体制が強化される 
 

表－１ プロジェクト対象研修 

研修名 対象科及び研修内容 
基礎共通研修（通称

「トロンコマン」） 
電気科、電子科、機械科、自動車学科、冷凍・空調学科、板金・溶接科、車

検センターの７科の指導員を対象とし、電気工学及び機械分野の基礎的内容

（電子、電気、空気圧、自動車機械、機械全般、水圧・油圧、パソコン）の

研修を行う。 
専門技術研修 自動車学科と冷凍・空調学科の指導員に対して、両分野の専門的知識・技術

の研修を行う。 
指導技法研修 指導員教育科の指導員を対象に、指導技法に関する研修を行う。 

 
(5) 協力対象校 

プロジェクトでは、キンシャサ校を拠点として全国の指導員を対象とする研修を実施する。

ただしキンシャサ校以外の地方校は、研修実施に必要となる施設や機材が十分でなく、また

治安上の配慮により邦人の立ち入りが限定的とならざるを得ないため、研修実施に際しては、

地方校の指導員をキンシャサへ招集する。 
 
                                                        
3 INPP 指導員を対象として実施する指導員研修を「研修」と呼ぶ。一方、INPP が職業訓練の習得・向上をめざす「訓練生」

に対して行うものは「訓練」と呼び、区別している。訓練生には企業から派遣される社員（在職者）と職を持たない求職者

が含まれる。 
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２－２ 職業訓練プログラムにおける位置づけ 

本プロジェクトは、INPP への包括的な「職業訓練プログラム」の一部として、指導員の基礎技

術、専門技術及び指導技法の強化を行う。 
 

(1) プログラム目標 
INPP において市場ニーズに応える技能人材が育成され、労働市場に輩出される。 

 
(2) プログラム構成要素 

職業訓練プログラムの構成は表－２のとおり。 
 

表－２ 職業訓練プログラムの構成 

スキーム 内 容 時 期 

1） 技術協力プロジェクト 
「INPP 指導員能力強化プロ

ジェクト」 

INPP キンシャサ校を拠点に指導員

の指導能力強化を行い、訓練の質

の向上を図る。 
基礎技術、専門技術（自動車、冷

凍・空調）、及び指導技法が対象。 

実施中：  
2011 年 1 月～2014 年 1 月 
（現地活動は 2013 年 12 月迄）

2） 無償資金協力 
「キンシャサ特別州職業訓

練校整備計画」 

INPP キンシャサ校における研修・

訓練施設の建設と機材の整備。 
実施中： 
2012 年 9 月～2014 年 9 月 

3） 個別専門家 
「職業訓練アドバイザー」 

プログラムの立ち上げと全体調整 
INPP 本部の運営能力強化 

派遣中： 
2011 年 1 月～2014 年 1 月 
（現地活動は 2013 年 12 月迄）

 
２－３ 実施体制 

本プロジェクトでは、図－１で示すように、さまざまな関係者と連携、役割分担を行い、相乗

効果の最大化を図っている。 
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図－１ プログラム関係図 
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第３章 終了時評価の方法 
 
３－１ 評価の手法 

本終了時評価は「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月）に基づいて実施した。 
 
３－２ 主な調査項目とデータ収集方法 

C/P 機関と合意しているプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

に基づいて、以下の調査項目を網羅する評価グリッドを作成し（付属資料３参照）、このグリッド

に沿って情報を収集した。 
 

(1) 主な調査項目 

1) 実績の確認 
投入4、活動実績、成果 4、プロジェクト目標及び上位目標の達成状況 

 

2) 実施プロセスの確認 

 

3) 評価 5 項目による評価 
確認した実績と実施プロセスを、以下のように定義される 5 項目評価の観点5から評価し

た。 
① 妥当性：開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方

針との整合性の度合い 
② 有効性：開発援助の目標の達成度合い 
③ 効率性：投入に対する成果（定性並びに定量的）を計測 
④ インパクト：開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、

正・負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指

標にもたらす主要な影響や効果 
⑤ 持続性：ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するか。 

 
4) 結論 

5 項目による評価結果に基づき、プロジェクトの達成状況に関する結論を導き出した。 
 

5) 提言 
 

(2) 情報・データ収集方法 

データは、以下の方法を用いて収集した。 
1) 文献調査 

収集した主な文献は以下のとおり。 
･ 「コンゴ民主共和国国立職業訓練校指導員能力強化プロジェクト 実施協議報告書」

                                                        
4 本報告書における「投入」「成果」は、PDM で想定した「インプット」と「アウトプット」に対応する語として用いる。 
5 「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」（2010 年 6 月） 
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（JICA、2010 年 12 月）（以下、「実施協議報告書」という。） 
･ 「コンゴ民主共和国国立職業訓練校指導員能力強化プロジェクト 中間レビュー調査

報告書」（JICA 、2013 年 1 月）（以下、「中間レビュー調査報告書」という。） 
･ 「プロジェクト業務進捗報告書」（一般財団法人海外職業訓練協会及び株式会社オリエ

ンタルコンサルタンツ、2013 年 3 月）（以下、「業務進捗報告書」という。） 
･ 「コンゴ民主共和国国立職業訓練校指導員能力強化プロジェクト エンドライン調査

報告書」（INPP 及び JICA、2013 年 7 月）（以下、「エンドライン調査報告書」という。） 
 

2) インタビュー 

日本人専門家、コンゴ民 C/P、コア・トレーナー及びコア・トレーナーが実施した研修

に参加した指導員を対象として聞き取りを行った。 
 

3) 質問票調査 

本終了時評価調査実施期間に本邦研修のため日本滞在中でインタビューを実施できな

かった自動車学科及び冷凍・空調学科のコア・トレーナーを対象として、質問票による聞

き取りを行った。 
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第４章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 
４－１ 投入実績 

日本・コンゴ民側双方は、計画に沿って、以下のとおりプロジェクトを実施するために必要な

投入を行った。詳細は付属資料１ 協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）の Annexe に示す。 
 
４－１－１ 日本側の投入実績 

(1) 専門家派遣（付属資料 1  M/M の Annexe 2-1） 
表－３のとおり 11 名が、9 分野で派遣された（計 104.87 人/月）。 

 
表－３ 専門家派遣実績 

派遣分野 人数 人/月 

1 総括 1 23.5 

2 訓練計画 1 15.84 

3 研修企画・管理 1 4.87 

4 運営維持管理 1 3.0 

5 指導技法 1 7.5 

6 ベースライン調査 2 7.0 

7 業務調整 2 27.5 

8 研修評価 1 2.33 

9 自動車整備（個別専門家） 1 13.33 

 
(2) セネガルにおける研修とセネガル人専門家の派遣（付属資料 1  M/MのAnnexe 2-2及び2-3） 

1) 基礎共通研修のコア・トレーナー計 16 名が、セネガル・日本職業訓練センター（Centre 
de Formation Professionnelle et Technique Sénégal-Japon：CFPT）において、機械及び電気の

研修に参加した（各 8 名）（2011 年 1～2 月、7～8 月）。 
2) CFPT から 3 名の第三国短期専門家が INPP キンシャサ校に派遣され、油圧水圧（hydraulic 

pressure）、空気圧（pneumatic pressure）、プログラマブル論理制御装置（Programmable Logic 
Controller）、及びティグ溶接（Tungsten Inert Gas welding）の 4 分野の研修を、基礎共通の

コア・トレーナーに対して実施した（2012 年 8～9 月）。 
 

(3) 本邦研修（付属資料 1 M/M の Annexe 2-4 及び 2-5） 
自動車学科のコア・トレーナー8 名と冷凍・空調学科のコア・トレーナー5 名が、表－４

のとおり本邦研修に参加した。 
 

表－４ 本邦研修の実績 

学科 日程（日数） 参加したコア・トレーナー 

自動車学科 
2012 年 9 月 18 日～11 月 2 日（46 日） 5 名 

2013 年 7 月 6 日～ 8 月 11 日（37 日） 1 回目の 5 名を含む 8 名 
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冷凍・空調学科

2011 年 5 月 16 日～ 7 月 1 日（47 日） 

各回同じ 5 名 2012 年 8 月 16 日～ 9 月 29 日（45 日） 

2013 年 6 月 15 日～ 8 月 4 日（51 日） 

 
(4) 機材供与（付属資料 1  M/M の Annexe 2-6） 

プロジェクターやスクリーン等の一般機材や、専門分野の機材（自動車のエンジン等）を

含む研修・訓練に必要な機材が供与された（総額 84,594,190 円）。これらは研修・訓練の講

義や実習に活用されており、維持管理状況も良好である。 
 

(5) プロジェクト経費（付属資料 1  M/M の Annexe 2-7） 
日本側は、資料印刷や車両借上などの経費として、2013 年 7 月末までに USD 420,157.42

（約 41,217,443 円6）を支出した。地方の指導員が空路でキンシャサでの研修に参加する場合

の航空運賃も、合意に基づき日本側が負担した。 
 
４－１－２ コンゴ民側の投入実績 

(1) C/P の配置（付属資料 1  M/M の Annexe 2-8 及び 2-9） 
プロジェクトディレクター、プロジェクトマネジャー、プロジェクトコーディネーターを

はじめ、INPP 職員が各委員会活動等を通じてプロジェクトに参加した。 
委員会は、INPP 本部に研修普及委員会7が、また INPP キンシャサ校には研修管理改善委員

会8、5S（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）9委員会、基礎共通研修ワーキング・グループ、

自動車ワーキング・グループ、冷凍・空調ワーキング・グループ及び指導技法ワーキング・

グループが設置された。ワーキング・グループには各科のコア・トレーナー（地方の指導員

含む）が参加している。 
 

(2) プロジェクト事務所 
INPP キンシャサ校内にプロジェクト事務所が提供され、水道光熱費もコンゴ民側が負担し

ている。 
 

(3) プロジェクト経費（付属資料 1 M/M の Annexe 2-10） 
2013 年 7 月末現在、487,949,954 コンゴフラン（約 52,698,595 円10。 USD 523,485 相当11）

が INPP によって支出された。研修に必要な消耗品や、指導員の交通費（キンシャサや地方

の指導員が陸路で参加する場合）・宿泊費・食費を含む。 
 
                                                        
6 2013 年 8 月の JICA 月次レート USD=98.10 円で計算した。 
7 研修普及委員会は INPP 本部に設置され、研修実施や評価から導き出される結果や教訓等を地方に発信する役割をもつ。メ

ンバーは本部の調査部長・部員、視学部長等から構成される。 
8 研修管理改善委員会は INPP キンシャサ校内に設置され、研修評価結果に基づいて研修を改善していく。構成員は、キンシ

ャサ校校長、各科目の指導員長等である。 
9 5S は整理、整頓、清掃、清潔、しつけの定着により業務環境を改善し、生産性の向上、サービスの質の向上やコスト管理を

改善させる手法。 
10 2013 年 8 月の JICA 月次レート CDF＝0.108 円で計算した。 
11 付属資料 1 M/M の Annexe 2-10 参照。INPP が 2013 年 7 月に現地換算レートにて算出（1USD=932.11831 コンゴフラン）。 
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４－２ 活動実績 

以下の表－５のとおり、プロジェクト活動は全体として計画どおりに実施された。 
 

表－５ 活動“0”12の実績 

 活 動 現 状 
0-1 ベースライン調査を実施する。 ベースライン調査が実施された（2011 年 3～5 月）。結果は

合同調整委員会で発表された（2011 年 5 月）。 
0-2 必要機材を導入し、維持管理体

制を整備する。 
必要な機材が導入された。 
機材維持管理の改善をめざし、JICA 供与機材を対象にした

インベントリーシステムが新しく作成された（2013 年 6月）。

0-3 訓練環境改善体制を整備する。 5S のワーキング・グループが設置され、啓発活動や、部署

ごとに月間目標を定めてのモニタリング活動を行ってい

る。指導員研修のなかで 5S を教えており、研修・訓練の前

後に教室を整理するなどの活動が行われている。特に、5S
の導入時にまず取り組む 3S（整理、整頓、清掃）に注力し

ている。この結果、訓練環境が整理整頓され、探し物に時

間がかからなくなり、研修・訓練の効率性が向上した。 
出所：中間レビュー調査報告書、業務進捗報告書、プロジェクト専門家・C/P インタビュー 
 

表－６ 成果 1 に関連する活動の実績 

成果 1：基礎共通研修の実施体制が強化される。 
 活 動 実 績 
1-1 トロンコマン（基礎共通）研

修（対象 7 学科：電気、電子、

機械、自動車、冷凍・空調、

板金溶接、車検）のためのワ

ーキング・グループを設置す

る。 

基礎共通研修のワーキング・グループが設置された。メンバー

は 10 名（2011 年 3 月）。 

1-2 基礎共通研修の訓練計画を

策定する。 
基礎共通研修の訓練計画が策定された（2010 年 5 月）。 

1-3 ワーキング・グループと

CFPT が基礎共通研修の指導

案・教材を作成する。 

CFPT の教材を参考にして、INPP が授業計画（lesson plan）と

教材を作成した（2011 年 3 月）。 

1-4 CFPT においてコア・トレー

ナーへの研修を行う。 
16 名のコア・トレーナー（機械 8 名、電気 8 名）が CFPT で研

修を受けた（2011 年 1～2 月、同年 7～8 月）。 
 
CFPT から 3 名の指導員が INPP キンシャサ校に派遣され、油

圧水圧（hydraulic pressure）、空気圧（pneumatic pressure）、プ

ログラマブル論理制御装置（Programmable Logic Controller）、
ティグ溶接（Tungsten Inert Gas welding）の 4 分野でコア・ト

レーナー対象の研修を実施した（2012 年 8～9 月）。 

                                                        
12 成果 1 から 3 に係る活動を行うための環境を整える活動。 
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1-5 1-3 で作成された指導案・教

材を参考に、コア・トレーナ

ーが普及研修13の指導案・教

材を作成する。 

CFPT での 1 回目の研修に参加したコア・トレーナーが授業計

画と教材を作成した（2011 年 3 月。上記 1-3 と同じ）。 
 
基礎共通研修は INPP の標準研修プログラム、つまり全国の

INPP で使用される研修プログラムとして確立された。INPP は

このプログラムを今後、国内の他の職業訓練機関でも活用して

いくことを検討している。 
1-6 養成された INPP のコア・ト

レーナーによる指導員への

普及研修を実施する。 

コア・トレーナーによる基礎共通研修を 11 回行った。指導員

110 名（キンシャサ 42 名、地方 68 名）が参加した。 
プロジェクト終了までにあと 5 回実施し、50 名が参加予定で

ある。 
 
上記研修に先立ち、INPP キンシャサ校とボマ校の指導員を招

いて研修の試行（review and feedback sessions）も 2 回行った

（2011 年 5～6 月、同年 6 月）。 
1-7 研修効果をモニタリングし

基礎共通研修計画及び指導

案・教材に反映する。 

研修のモニタリングは、研修前後の自己評価、コア・トレーナ

ーによる評価、視学官による評価、研修参加者の満足度調査の

4 種類の評価ツールを用いて行われている。評価のデータはデ

ータ集積班が収集・分析した後、結果を研修管理改善委員会

（INPP キンシャサ校）と研修普及委員会（INPP 本部）で議論

し、研修の改善に活用している。 
出所：中間レビュー調査報告書、業務進捗報告書、プロジェクト専門家・C/P インタビュー 
 

表－７ 成果 2 に関連する活動の実績 

成果 2：専門技術研修の実施体制が強化される。 
 活 動 現 状 
2-1 専門技術研修（対象 2 学科：

自動車、冷凍・空調）のため

のワーキング・グループを設

置する。 

自動車学科のワーキング・グループ（コア・トレーナー9 名）

と冷凍・空調学科のワーキング・グループ（コア・トレーナー

5 名）が設置された（2011 年 3 月）。  

2-2 企業の訓練ニーズ調査を実

施する。 
日本からの調査チームが、冷凍・空調分野の企業ニーズ調査を

実施した（2010 年）。 
本プロジェクトの自動車整備専門家が当分野の企業ニーズ調

査を実施した（2012 年 1 月）。 
  

                                                        
13 本プロジェクトでは、基礎共通と指導技法については統一した指導内容と教材を確立した。この 2 種の指導員研修は INPP

の該当指導員全体に広めることをめざしているため、「普及研修」と称している。よって、PDM ver.2 における「伝達研修」

を「普及研修」に改める。活動 1-6 及び活動 3-6 も同様。  
ただし、専門技術（自動車学科と冷凍・空調学科）に関しては、まだ指導内容や教材を整備し全国の INPP に展開する段階

になく、コア・トレーナーによる研修は自らが本邦研修や日本人専門家から学んだ内容をその都度他の指導員に「伝達」す

ることが目的であることから、これは「伝達研修」と呼ぶ。  
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2-3 指導員の既存技術・知識のレ

ベルを把握する。 
自動車学科： 

CUDBAS（Curriculum Development Based on Vocational Ability 
Structure）14 を用いて、当分野の指導員に要求される技術レ

ベルを確認した。また、上記自動車整備専門家が、指導員に

要求される技術レベルを調査した（2012 年。上記 2-2 と同

じ）。 
 
冷凍・空調学科： 

日本からの調査チームが、冷凍・空調分野の企業ニーズ調査

を実施した（2010 年。上記 2-2 と同じ）。  
CUDBAS 手法を用いて、当分野の指導員に要求される技術

レベルを確認した。 
2-4 専門技術研修の計画を策定

する。 
自動車学科： 

日本人専門家が研修計画を策定した（2012 年 1 月）。 
 
冷凍・空調学科： 

日本からの調査チームが研修計画を策定した。（2010 年。上

記 2-2 と同時）。 
2-5 専門家派遣/本邦研修を通じ

たコア・トレーナーの研修を

行う。 

自動車学科：  
キンシャサにおいて、日本人専門家がコア・トレーナー8 名

を対象に、4 回の研修を行った（2012 年 1～3 月、7～9 月、

11～12 月、2013 年 3～6 月）。 
うち 5 名が日本での研修に参加した（2012 年 9～12 月）。 
2013 年 5 月にコア・トレーナー1 名が追加され、上記のキン

シャサでの研修の最終回に参加した（2013 年 6～8 月）。現

在自動車のコア・トレーナーは 9 名。 
 
冷凍・空調学科： 

コア・トレーナー5 名が日本での研修に参加した（2011 年

5～7 月、2012 年 8～9 月、2013 年 7～8 月）。 
 

2013 年の本邦研修の内容は、2012 年の本邦研修に対する参

加者の意見を反映して以下のように計画された。 
自動車学科： 

組み立て・検査・サービス・分解の 4 つの事項が重点的に取

り上げられた。 
冷凍・空調学科： 

後日、日本から供与される予定の機材の使用法についての研

修を含めた。 
2-6 指導員向け研修の指導案・教

材を作成する。 
コア・トレーナーが、一般指導員向け研修の開始前に指導案・

教材を作成した。 

                                                        
14 能力構造に基づくカリキュラム開発手法。職業に求められる能力を分析して項目に分け、訓練カリキュラムを作成する。（出

所：株式会社 技術・技能教育研究所サイト http：//ginouken.com/Wiki-CUDBAS.html） 
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2-7 養成されたコア・トレーナー

による指導員への伝達研修

を実施する。 

自動車学科：  
第 1 フェーズ 
コア・トレーナーが 33 名の指導員（キンシャサ 15 名、地方

18 名）を対象に、日本人専門家から学んだこと及び本邦研

修で学んだことを伝達するために、研修を 5 回実施した

（2012 年 12 月、2013 年 3～4 月、同年 4 月、4～5 月、5～6
月）。 

 
第 2 フェーズ（予定） 
コア・トレーナーが同じ 32 名の指導員（1 名はコア・トレ

ーナーに昇格）を対象に、同様の目的で伝達研修を 4 回実施

する予定である。このうち 1 回目はプロジェクト終了までに

実施される予定である。 
 
冷凍・空調学科： 

コア・トレーナーが 14 名の指導員（キンシャサ 4 名、地方

10 名）を対象に、本邦研修で学んだことを伝達するために、

研修を 2 回実施した（2012 年 7～8 月、2013 年 2～3 月。2
回目は 14 名のうち 12 名が参加）。プロジェクト終了までに、

同じ 12 名を対象にもう 1 回研修を実施する予定である。 
 
上記 2 回の研修に先立ち、INPP キンシャサ校の指導員を招い

て研修の試行（review and feedback sessions）を 1 回行った（2011
年 10～11 月）。 

2-8 研修効果をモニタリングし

専門技術研修計画及び指導

案・教材に反映する。 

研修のモニタリングは、研修前後の自己評価、コア・トレーナ

ーによる評価、研修参加者の満足度調査の 3 種類の評価ツール

を用いて行われている。評価のデータはデータ集積班が収集・

分析したあと、結果は研修管理改善委員会と研修普及委員会で

議論される。 
 
基礎共通研修や指導技法研修と異なり、自動車学科と冷凍・空

調学科の指導員研修は、コア・トレーナーが本邦研修や日本人

専門家から学んだことを伝達することを目的にしているため、

内容が毎回変わる。したがって、研修評価結果が研修内容改善

のために体系的に活用されているわけではないが、必要に応じ

て研修が改善された（詳細は成果 2 の表－10 を参照）。 
出所：中間レビュー調査報告書、業務進捗報告書、プロジェクト専門家・C/P インタビュー 
 

表－８ 成果 3 に関連する活動の実績 

成果 3：指導法研修の実施体制が強化される。 
 活 動 現 状 
3-1 指導員教育科のためのワー

キング・グループを設置す

る。 

指導技法のワーキング・グループが設置された（2011 年 5 月）。

現在のメンバーは INPP キンシャサ校の指導員 5 名と INPP 本

部の職員 2 名の計 7 名。 
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3-2 指導法研修の現状を把握す

る。 
ワーキング・グループと日本人専門家が指導技法研修の現状

調査を行った（2011 年 3～4 月）。 
3-3 指導法研修計画を策定する。 ワーキング・グループが指導技法研修計画を策定した（2012

年 11 月）。 
3-4 指導法研修の指導案・教材を

作成する。 
ワーキング・グループが指導案・教材を作成した（2012 年 11
月）。 
 
指導技法研修は INPP の標準研修プログラム、つまり全国の

INPP で使用される研修プログラムとして確立された。INPP
は将来的に国内の他の職業訓練機関でも活用することを検討

している。 
3-5 指導員教育科の指導員に対

する指導法研修を実施する。

INPP キンシャサ校のコア・トレーナー6 名と INPP 本部の職

員・トレーナー8 名が指導技法研修を受けた（2011 年 4 月）。

同じキンシャサ校のコア・トレーナー6 名とボマ校のコア・ト

レーナー1 名の計 7 名が、日本人専門家による指導技法研修を

3 回受けた（2011 年 10～11 月、2012 年 1～2 月、同年 7～8 月）。

3-6 養成された指導員教育科の

コア・トレーナーによる指導

員への普及研修を実施する。

コア・トレーナーによる指導技法研修を 5 回行った。指導員

50 名（キンシャサ 26 名、地方 24 名）が参加した（2012 年 10
～11 月、2013 年 2～3 月、4 月、5 月、6～7 月）。 
プロジェクト終了までにあと 3 回実施し、30 名が参加する予

定である。 
3-7 研修効果をモニタリングし、

指導法研修計画及び指導

案・教材に反映する。 

研修のモニタリングは、研修前後の自己評価、コア・トレー

ナーによる評価、視学官による評価、研修参加者の満足度調

査の 4 種類の評価ツールを用いて行われている。評価のデー

タはデータ集積班が収集・分析した後、結果は研修管理改善

委員会（INPP キンシャサ校）と研修普及委員会（INPP 本部）

で議論され、研修の改善に反映されている。 
出所：中間レビュー調査報告書、業務進捗報告書、プロジェクト専門家・C/P インタビュー 
 
４－３ 成果の達成状況 

成果 1：「基礎共通研修の実施体制が強化される。」 
成果 1 は指標すべて（研修の計画と実施、研修を受けた指導員の満足度、研修の見直し）が達

成された（表－９参照）。基礎共通研修は INPP 全体で使用される標準研修プログラム15となり、

基礎共通研修ワーキング・グループ、データ集積班、研修管理改善委員会（INPP キンシャサ校）

と研修普及委員会（INPP 本部）が、Plan-do-check-act サイクル（計画、実行、評価、改善のサイ

クルによる業務管理手法。以下「PDCA サイクル」という。）に沿って運営管理していることから、

実施体制が確立されたといえる。 
 
 

                                                        
15 研修の目的、内容、教材、モジュールの組み立てなどが確定し、INPP で標準として確立した研修プログラム。INPP はこれ

を「ナショナルプログラム」と呼ぶことがあるが国家承認はされておらず、国内のすべての INPP 校で活用するという意味

である。ただし、INPP は自身の役割（他職業訓練機関の監督や指導員研修の実施）から、このプログラムを今後、国の標

準研修プログラムとして展開したいという意図を有している。 
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表－９ 成果 1 の達成状況 

 成果 1：基礎共通研修の実施体制が強化される。 
指 標 達成状況 

1-1 各年度において基礎共通研

修計画（研修内容、期間、対

象人数）が策定され、計画に

沿って研修が実施される。 

基礎共通研修の計画を策定した。16 回で 160 名の指導員を研修す

る予定である。2013 年 7 月までに 11 回実施され、110 名が参加

した。プロジェクト終了までに更に 5 回実施、50 名が参加する予

定である。 
1-2 基礎共通研修を受講した指

導員の 80％以上が研修内容に

満足する。 

研修内容に満足した指導員の割合：84％ 
特に好評だった事項は以下のとおり 

・指導員の業務のニーズに適合していること 
・教授方法 
・理論と実践のバランス 
・研修マニュアル 

改善が必要と考えられる事項は以下のとおり 
・研修モジュールごとの時間配分 
・研修に用いられる機材の数が不足 

1-3 基礎共通研修の指導案・教

材が作成され、プロジェクト

期間中に 2 回以上見直され

る。 

基礎共通研修の指導案・教材は 3 回公式に改訂された。 
第 1 回：（第 1 回研修後。2012 年 8～9 月）。モジュール 7（熱力

学）の時間を増やした。  
第 2 回：（第 3 回研修後。2012 年 11 月）。モジュール 2（コンピ

ュータ）の時間を増やした。 
第 3 回：（第 10 回研修後。2013 年 6 月）。それまでの研修評価結

果に基づいて指導案と教材が改訂された。 
プロジェクト終了までにあと 1 回公式改訂が予定されている。 

出所：中間レビュー調査報告書、業務進捗報告書、エンドライン調査報告書、プロジェクト専門家・C/P インタ
ビュー 

 
成果 2：「専門技術研修の実施体制が強化される。」 

成果 2 の指標もすべて達成され（表－10）、実施体制が強化された。なお、「専門技術研修の指

導案・教材が作成され、プロジェクト期間中に 2 回以上見直される」という指標について、専門

技術研修はコア・トレーナーが日本人専門家や本邦研修から学んだことを他の指導員に伝達する

ことを目的にしているため、内容が毎回変わるという性質がある。このため、内容が確立された

基礎共通研修や指導技法研修のように、研修評価結果を体系的に活用して指導案や教材の見直し

を行うことはできない。しかし、研修時間の追加や、適切な機材を活用しての実習の実施など、

必要に応じて研修が改善されてきていることから、同指標も達成されたと判断できる。 
参加者の満足度に関しては、目標は達したものの冷凍・空調学科の達成度（80％）が自動車学

科（92％）より低かったのは、冷凍・空調学科では実践的な研修がキンシャサ校で十分行えなか

ったことが影響していると考えられる。INPP への「職業訓練プログラム」では無償資金協力によ

る INPP キンシャサ校校舎の建設（増設）も実施しているが、2011 年の東日本大震災の影響で着

工が遅れ、これに伴って校舎への冷凍・空調機材の据付が遅れているためである。また自動車分

野と異なり、冷凍・空調分野の技術移転は本邦研修を通して行われたため、日本人専門家が派遣

されなかった。冷凍・空調学科における指導員研修実施体制をより強化するためには、新しい冷
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凍・空調機材が設置された時点で、日本人専門家を派遣し、コア・トレーナーへの研修を行う必

要がある。 
 

表－10 成果 2 の達成状況 

 成果 2：専門技術研修の実施体制が強化される 
指 標 達成状況 

2-1 各年度において専門技術研

修計画（研修内容、期間、対

象人数）が策定され、計画に

沿って研修が実施される。 

自動車学科と冷凍・空調学科の研修は以下のとおり計画、実施さ

れた。 
 
自動車学科： 

第 1 フェーズ 
コア・トレーナーが 33 名の指導員（キンシャサ 15 名、地方

18 名）を対象に、日本人専門家や本邦研修から学んだことを

伝達することを目的に、研修を 5 回実施した（2012 年 12 月、

2013 年 3～4 月、同年 4 月、4～5 月、5～6 月）。 
 

第 2 フェーズ（予定） 
コア・トレーナーが同じ 32 名の指導員（1 名はコア・トレー

ナーに昇格）を対象に、同様の目的で研修を 4 回実施する予定

である。このうち 1 回目はプロジェクト終了までに実施される

予定である。 
 
冷凍・空調学科： 

コア・トレーナーが 14 名の指導員（キンシャサ 4 名、地方 10
名）を対象に、本邦研修で学んだことを伝達するため、研修を

2 回実施した（2012 年 7～8 月、2013 年 2～3 月。2 回目は 14
名のうち 12 名が参加）。 
プロジェクト終了までに、同じ 12 名を対象にもう 1 回研修を

実施する予定である。 
2-2 専門技術研修を受講した指

導員の 80％以上が研修内容に

満足する。 

自動車学科： 
研修内容に満足した指導員の割合：92％ 
改善が必要と考えられる事項は以下のとおり 

・研修モジュールごとの時間配分 
 
冷凍・空調学科： 
研修内容に満足した指導員の割合：80％ 
特に好評だった事項は以下のとおり 

・研修レベル 
・教授方法 
・研修プラン 

改善が必要と考えられる事項は以下のとおり 
・研修モジュールごとの時間配分 
・研修に用いられる機材の数が不足 
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2-3 専門技術研修の指導案・教

材が作成され、プロジェクト

期間中に 2 回以上見直され

る。 

研修のモニタリングは、研修前後の自己評価、コア・トレーナーに

よる評価、研修参加者の満足度調査の 3 種類の評価ツールを用いて

行われている。評価のデータはデータ集積班が収集・分析したあと、

結果は研修管理改善委員会と研修普及委員会で議論される。 
 
基礎共通研修や指導技法研修と異なり、自動車学科と冷凍・空調

学科の指導員研修は、コア・トレーナーが日本人専門家や本邦研

修から学んだことを他の指導員に伝達することを目的にしてい

るため、内容が毎回変わる。したがって、研修評価結果が研修内

容改善のために体系的に活用されているわけではないが、以下の

とおり必要に応じて研修が改善された。 
 
自動車学科： 

第 1 回目研修の経験を元に研修スケジュールと教材が改訂さ

れた（2013 年 1～3 月）。分解組み立てを 99 時間から 113 時間

に増加した。また、このモジュールで使用していたスバルのエ

ンジンを、より入手しやすく、市場ニーズにも合っているトヨ

タに変更した。 
 
冷凍・空調学科： 

実習に役立てるため、本邦研修で使用したものと同様の天井カ

セット型エアコンを INPP が 2 台購入した。また、機材の使用

状況を理解するため企業訪問を実施した。  
出所：中間レビュー調査報告書、業務進捗報告書、エンドライン調査報告書、プロジェクト専門家・C/P インタ

ビュー 
 
成果 3：「指導法研修の実施体制が強化される」 

成果 3 は、指標 3-3 についてあと 1 回指導案・教材の見直しが必要であるが、既にプロジェク

ト終了前に行われることが予定されているため、達成の見込みは高いと判断できる。指導技法研

修も基礎共通と同様に INPP 全体で使用される標準研修プログラムとなり、指導技法研修ワーキ

ング・グループ、データ集積班、研修管理改善委員会と研修普及委員会が PDCA サイクルに沿っ

て運営管理していることから、実施体制が確立されたといえる。 
 

表－11 成果 3 の達成状況 

 成果 3：指導法研修の実施体制が強化される 
指 標 達成状況 

3-1 各年度において指導法研修

計画（研修内容、期間、対象

人数）が策定され、計画に沿

って研修が実施される。 

指導技法研修計画を策定した。8 回で 80 名の指導員を研修する計

画である。2013 年 7 月までに 5 回実施され、50 名が参加した。

プロジェクト終了までに更に 3 回実施し、30 名が参加する予定で

ある。 
3-2 指導法研修を受講した指導

員の 80％以上が研修内容に満

足する。 

研修内容に満足した指導員の割合：97％ 
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3-3 指導法研修の指導案・教材

が作成され、プロジェクト期

間中に 2 回以上見直される。

指導技法研修の指導案・教材は、評価結果を反映して 1 回公式に

改訂された（第 4 回研修後。2013 年 6 月）。 
プロジェクト終了までにあと 1 回公式改訂が予定されている。 

出所：中間レビュー調査報告書、業務進捗報告書、エンドライン調査報告書、プロジェクト専門家・C/P インタ
ビュー 

 
４－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標は、指標に照らし合わせるとほぼすべての指標が達成されたが、冷凍・空調

分野の訓練指導技術は更に強化の必要がある（表－12）。 
 

表－12 プロジェクト目標の達成状況 

INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心とした指導員の訓練指導技術が向上する。 

指 標 

達成状況 
自己評価 コア・トレーナー

による評価 
（研修後） 

研修前 研修後 

INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心とした指導員の訓練指導技術が向上する。 
1 基礎共通研修を受講した 80％以上

の指導員がプロジェクトで実施す

る評価において、基礎分野に関する

知識・技術ついて５段階評価中３以

上の評価が付される。 

29％ 95％ 93％ 

2 専門技術研修を受講した 80％以上

の指導員がプロジェクトで実施す

る評価において、専門領域に関する

知識・技術ついて５段階評価中３以

上の評価が付される。 

（自動車学科） 
14％ 

 
94％ 

 
83％ 

（冷凍・空調学科） 
16％ 

 
80％ 

 
63％ 

3 指導技法研修を受講した 80％以上

の指導員がプロジェクトで実施す

る評価において、指導法に関する知

識・技術ついて５段階評価中３以上

の評価が付される。 

53％ 98％ 100％ 

出所：エンドライン調査報告書 
 

研修に参加した指導員へのインタビューからは、指標で示されていること以外にも指導技術向

上を示す事象が確認できた。例えば、指導員がコア・トレーナーの教え方を観察し自分の担当訓

練で実践することにより、訓練生の理解度に向上が見られたことである。  
また、基礎共通研修に参加した指導員は、基礎的な項目の復習ができたことや、自分の専門以

外の分野について学ぶことができたことを高く評価している。さらに自分の担当訓練をより効率

的に運営する力がつき、安全・衛生管理も向上したとのことである。指導技法研修に参加した指

導員は、研修では実習に力点がおかれ訓練のニーズ分析のモジュールもあったことから、訓練の

計画・実施・評価の力がついたと実感している。そして、個々の訓練目標を達成するためのステ

ップ分け（作業分解）を習得したことで、訓練での説明の要点を明確にすることができ、訓練生
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の理解向上に役立ったとも述べている。 
他方、冷凍・空調に関しては、表－12 で示したように研修参加者の自己評価結果が研修前 16％

から研修後 80％に大きく向上した一方で、コア・トレーナーによる評価結果が 63％と比較的低い。

これは、前項 4-3 の成果 2 で述べたとおり、当該分野の日本人専門家が配置されなかったことと、

機材設置が遅れていることが原因と考えられる。研修参加者の満足度は 80％と高いが、実践的な

研修が十分でなかったことを鑑みて、冷凍・空調学科の訓練指導技術を強化するためには、現在

計画されている無償資金協力により建設される施設への機材据付の後に、冷凍・空調の日本人専

門家を派遣しコア・トレーナーを研修することが必要と考えられる。 
 
４－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標の指標のほとんどが既に達成されている（表－13）。このうち、訓練生の成績や INPP
の訓練が就業に役だったと考える訓練生の割合の向上に関しては、他の経済的・社会的・個人的

要因の影響も考えられるが、本プロジェクトによって指導技術が向上したことも貢献していると

考えられる。また、INPP に従業員を派遣している企業数の増加などにみられるように、企業の

INPP に関する認知度や満足度も改善している。この点に関しては、INPP の指導技術の向上に加

え、本プロジェクトとは別途派遣されている職業訓練アドバイザーによる支援を受けての INPP
本部による企業との連携強化や INPP 独自の広報活動の貢献も考えられる。 

一方、就業率と訓練内容・機材に対する訓練生の満足度については、ほとんど変化がなかった。

これは、調査のタイミング（まだ就職活動中の者が多い訓練修了後 6 カ月以内の卒業生を対象と

したことや、供与機材がまだ十分に使用されていなかったこと）や、INPP の訓練費値上げといっ

た外部要因も影響していると考えられる（表－13 中のデータ解釈上の留意点を参照のこと）。さ

らに就業率については、INPP はもともと企業から派遣される在職者を対象とした職業訓練を行っ

ていたため求職者への就労支援をしていなかったことや、産業界全体の影響も併せて検証する必

要がある。しかし INPP は、本プロジェクトや職業訓練アドバイザーの活動を通して求職者への

支援の重要性を認識し始めており、既に企業訪問、求職者登録セミナーや企業支援セミナーをは

じめとする就労支援と、修了生に関する定期的なデータ収集・分析といった具体的な取り組みを

始めている。就業率改善に係るこうした取り組みは、社会や企業のニーズに応え企業からの分担

金徴収を一層促進するためにも INPP が引き続き行っていくことが見込まれ、また、訓練内容や

機材に関する満足度についてはプロジェクトによる指導員研修や機材供与が完了することによっ

て改善することが想定されることから、上位目標達成の見込みは高いと判断する。今後変化の傾

向を把握し INPP の訓練の質の改善に役立てるには、引き続き修了生に関するデータなどを定期

的に収集・分析する必要がある。 
上述のように、冷凍・空調学科の機材設置の遅れのため実践的研修が不足している。当分野の

訓練の質の向上のためには、機材設置及びコア・トレーナーの更なる研修が必要である。 
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表－13 上位目標の達成状況 

 INPP の自動車学科、冷凍・空調学科を中心に、質の高い訓練が提供される。 

指 標 
ベースライン調査 
（2012 年 8～9 月） 

2010 年修了生 

エンドライン調査 
（2013 年 6～7 月） 

2012 年修了生 
データ解釈上の留意点 

1．対象学科のキン

シャサ校の訓練

修了生の就業率16

（起業、就職）

がプロジェクト

開始時と比べ上

昇する。 

自動車学科 
調査回答者：196 名 
就業者（就職・起業）：19 名 
就業率：9.7％ 

 
冷凍・空調学科 

調査回答者：179 名 
就業者（就職・起業）：40 名 
就業率：22.3％ 

自動車学科 
調査回答者：190 名 
就業者（就職・起業）：26 名 
就業：13.7％ 

 
冷凍・空調学科 

調査回答者：143 名 
就業者（就職・起業）：30 名 
就業率：21.0％ 

就業率に関しては、ベースライン調査とエンドライ

ン調査を比較すると、自動車学科は 4％増、冷凍・

空調学科は 1.3％減である。この変化の要因は特定で

きない。両調査は INPP での訓練修了後 6 カ月以内の

卒業生を調査対象としたため、多数がまだ就業でき

ていない時期に調査が行われたことも、就業率が高

くなかった一因と考えられる。 

2．対象学科の修了

生を受け入れた

企業の訓練内容

に関する満足度

が向上する。 

INPP の訓練に従業員を送ったこ

とがある企業の割合：62.5％ 
 
INPP の訓練がニーズに適合して

いると考える企業の割合：90％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

INPP の訓練に従業員を送ったこ

とがある企業の割合：73.1％ 
 
INPP の訓練がニーズに適合して

いると考える企業の割合：93.7％ 
 
高く評価する事項： 

新しい技能を習得できた。 
INPP での訓練の後、業務効率が

向上した。 
 
改善を要する事項： 

業務と訓練を両立させるため夜

間のクラスを設けてほしい。 

企業の満足度はすべての指標で向上した。本プロジ

ェクトにより指導員の能力が強化され訓練の質が向

上したことが貢献していると考えられる。同時に、

本プロジェクトの枠外であるが INPP の積極的な広

報活動や、職業訓練プログラムの一要素である職業

訓練アドバイザーの支援によって INPP 本部資金回

収部による企業との情報共有が強化され、企業が

INPP は企業のニーズを反映した訓練を提供可能で

あると認識するようになったことも影響していると

考えられる。これらにより、パートナー企業数が増

加し、これに伴い企業からの分担金収入も増額とな

っている。 

                                                        
16 PDM フランス語版のみ「就業数」となっていたが、プロジェクト関係者の理解は「就業率」で一致していたため、今回の終了時評価において M/M 上で「就業率」に修正した。 
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パートナー企業の数：2,361 
（2010 年） 
 
企業からの分担金：5,554 百万フ

ラン（2010 年） 

企業の都合に合わせて訓練を受

けたいので指導員を派遣してほ

しい。  
訓練スケジュールが予定どおり

に実施されなかった。 
 
パートナー企業の数：3,155 
（2013 年） 
 
企業からの分担金：7,403 百万フ

ラン（2012 年） 
3．対象学科の修了

試験結果がプロ

ジェクト開始時

と 比 べ 上 昇 す

る。 

平均点（100 点満点） 
 
自動車学科 
 [ガソリンエンジン] 

訓練後（修了試験） 
55.0 点 

 
 [自動車電気] 

訓練後（修了試験） 
59.7 点 

 
冷凍・空調学科  
 [家庭用冷凍・空調] 

訓練後（修了試験） 
50.0 点 

平均点（100 点満点） 
 
自動車学科 
 [ガソリンエンジン] 

訓練後（修了試験） 
59.6 点 

 
 [自動車電気] 

訓練後（修了試験）  
62.5 点 

 
冷凍・空調学科 
 [家庭用冷凍・空調] 

訓練後（修了試験）  
58.8 点 

訓練生の修了試験結果は対象学科で上昇した。 
なお、自動車学科や冷凍・空調学科を含む専門学科

の訓練生を対象に、訓練開始時、基礎学力を測定す

るために実施した選考試験「理解度試験」の結果に

よれば（以下参照）、エンドライン調査が対象とした

訓練生は、ベースライン調査対象者に比べてもとも

との能力が低かった。それにもかかわらず「訓練後

試験（修了試験）」の成績はエンドラインの方が高い

ため、訓練の質の改善があったと考えられる。 
理解度試験（40 点満点）の平均点 
ベースライン調査   エンドライン調査 
自動車学科      同左 
 [ガソリンエンジン]  

28.5 点 27.1 点 
 
冷凍・空調学科    同左 
 [家庭用冷凍・空調]  

18.1 点 14.6 点 
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なお、自動車電気コースは、ガソリンエンジンコー

スの受講が前提であるため、理解度試験は実施され

ない。 
4．対象学科の訓練

を終了した訓練

生の訓練内容に

関する満足度が

向上する。 

訓練内容に満足した訓練生の割

合：95％ 
 
訓練機材に満足した訓練生の割

合：75.6％  
 
INPP の訓練が就業に役だったと

考える訓練生の割合：84.4％  

訓練内容に満足した訓練生の割

合：95.4％ 
 
訓練機材に満足した訓練生の割

合：75.3％  
 
INPP の訓練が就業に役だったと

考える訓練生の割合：90.2％  

訓練生の満足度の向上を示す指標のうち、「訓練内容

への満足度」は微増であった。これは訓練費の値上

げの影響が考えられる（2011 年月額 27,000 コンゴフ

ラン、2012 年月額 32,000 コンゴフラン）。「訓練機材

への満足度」はほぼ同じであり、これはプロジェク

トによる機材の導入が始まったばかりで訓練生はあ

まり使用していなかったこと、クラス当たりの人数

が多いことにより、各人の機材に触れる機会がもと

もと少ないことが原因と考えられる。「INPP の訓練

が就業に役だったと考える者の割合」の増加につい

ては、訓練の質の改善がある程度貢献していると考

えられる。 
5．指導法研修を受

講した指導員に

対する訓練評価

の結果が向上す

る。 

指導員の平均点（2009～2011 年に

モニタリングされた 66 名） 
72.6 点（100 点満点） 

指導員の平均点（2013 年にモニタ

リングされた 5 名） 
75.8 点（100 点満点） 

「指導員が行う訓練に対する評価17の結果」は約 3
点向上し、プロジェクトの研修が貢献したものと考

えられる。ただし、エンドライン調査の人数が 5 名

と少ないため、データの比較には限界がある。 

出所：エンドライン調査報告書 

                                                        
17 INPP キンシャサ校の訓練指導課が行う訓練モニタリング評価のこと。 
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４－６ 実施プロセス 

４－６－１ 貢献要因 
(1) 計画に関する事項 

1) 基礎共通研修、指導技法研修、専門技術研修の組み合わせ 
プロジェクトの計画時、INPP 指導員の能力レベルが一様でなかったことを考慮し、自動

車と冷凍・空調という専門技術研修だけでなく、基礎共通研修と指導技法研修もプロジェ

クトの対象とした。特に指導技法については、これまで指導の方法論を体系的に学ぶ機会

のなかった指導員にとって、自身が担当する訓練を具体的に改善するための示唆に富んだ

有益な内容であったことがインタビューから確認できた。基礎共通と指導技法をプロジェ

クトの対象にしたことで、電気・機械分野をはじめさまざまな分野を担当するより多くの

指導員に裨益効果をもたらし、INPP 指導員全体の基礎的な知識・能力を強化することに貢

献した。 
 

2) 職業訓練プログラムとしてのアプローチ 
本プロジェクトは、JICA が INPP を支援する「職業訓練プログラム」の一構成要素であ

る。INPP は国営の職業訓練機関であるが、1990 年代の内戦の影響で、指導員の人材不足、

能力不足、施設や機材の老朽化等の問題を抱え、産業人材育成のニーズに十分応えること

ができていなかった。そこで、INPP が産業界のニーズに合致した質の高い職業訓練を提供

することを目的に、本件技術協力プロジェクトと、個別専門家「職業訓練アドバイザー」

及び無償資金協力「INPP 施設整備計画」の 3 要素を組み合わせて包括的に INPP を支援す

ることになった。INPP 本部に配置された職業訓練アドバイザーは、INPP 本部の能力向上、

本部及び地方校の部署間の協力関係強化、パートナー企業との関係強化に貢献しており、

これは本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標達成を促進しているといえる。ま

た、無償資金協力による INPP キンシャサ校のインフラ整備と本プロジェクトによる機材

供与が完了すれば、指導員はより効果的に訓練を実施することができると見込まれる。 
さらに、プログラムアプローチの観点から、職業訓練に関する JICA の課題別研修への

コンゴ民参加者として、積極的に INPP 職員を選定した。この結果、INPP からはこれまで

に延べ 36 名の指導員や職員が参加している。総裁をはじめとする幹部を含む INPP 職員の

課題別研修への参加によって、日本の職業訓練政策やシステムに関する彼らの理解が深ま

り、本プロジェクトに対して協力的な環境が構築されたといえる。 
 

3) CFPT との南南協力 
セネガルの CFPT はセネガルの経済開発、主に軽工業開発を担う中等技術者と、高度化

する産業技術に対応できる高等技術者の育成を目的とし、1984 年に日本の支援で設立され

た。それ以降、日本の技術協力プロジェクトや無償資金協力等を得て職業訓練機関として

発展してきた。CFPT はこの経験を生かし、INPP の基礎共通研修プログラムの策定と指導

員研修実施に貢献した。同じアフリカのフランス語圏の機関であることから環境・文化・

言語等の面で類似性があり INPP 職員が参考にしやすかったこと、また第三国研修・第三

国専門家の活用により、本邦研修や日本人専門家よりも費用が抑えられたことが、利点と

して挙げられる。 
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4) 5S 活動の実施 
「活動 0」の項で述べたとおり、5S 活動によって訓練環境が整理整頓され、研修・訓練

の効率性が向上したことで、研修・訓練の実施体制強化に貢献した。 
 

(2) 実施プロセスに関する事項 
1) 研修運営管理のための新システムの構築  

指導員研修は INPP の役割の一つであるにもかかわらず、プロジェクト開始前にはその

運営管理体制が整備されていなかった。本プロジェクトによって INPP キンシャサ校に研

修運営管理を目的とした研修管理改善委員会が設置され、さらに、研修結果を地方校に伝

達する役目をもつ研修普及委員会が INPP 本部に設置された。この二つの委員会の設置と

連携により、本プロジェクトが支援する指導員研修の質が確保されたと同時に、プロジェ

クト終了後も、キンシャサ校及び地方校の指導員を対象に効果的に研修を実施していくた

めの基礎を築いた。 
 

2) C/P のコミットメントとプロジェクト内のコミュニケーション 
前記新システムの構築と運用をはじめとするプロジェクト活動は、INPP の強いリーダー

シップとオーナーシップによって促進された。INPP の幹部や職員は国内の産業動向、企業

や労働者のニーズに応える職業訓練を提供するという使命を明確に意識し、さらに中長期

的には中央アフリカ地域の職業訓練の中核としての役割を担いたいという目標も有して

いるため、積極的に INPP の業務改善に取り組んでいる。INPP が地方からの研修参加指導

員の滞在費などとして日本側を上回る額のローカルコストを負担したことに表されるよ

うに、本プロジェクトに対してできる限りの人的・経済的投入も行った。加えて、INPP
の C/P と日本人専門家は毎週会議をもち、見解の相違を議論で解決してきており、コミュ

ニケーションが良好であったこともプロジェクトの順調な進捗に貢献したと評価できる。 
 

3) 指導員研修の評価システム改善 
中間レビュー調査では、指導員研修の受講成果を評価する仕組みが十分整備されていな

いことが指摘された。この提言を受けてプロジェクトでは、実技を重視する INPP と議論

を重ね、実習で作成した製品の質を検査するチェックリストを整備し、研修参加者の技能

を客観的に評価することができるようになった。これによってコア・トレーナーは、受講

者の習得度、弱点や、今後力を注ぐべき点をフィードバックができるようになっただけで

なく、研修の時間配分や項目の順序、教材の演習問題の充実など、改善すべき点を明確に

把握することも可能になった。評価ツールは評価者ごとのばらつきを少なくするようデザ

インされており、誰が使用してもある程度同様の評価結果が保証されるようになっている。

こうした過程に C/P を巻き込んだことにより、INPP は評価を用いて研修を改善する力を着

実に習得したといえる。 
 
４－６－２ 阻害要因 

(1) 実施プロセスに関する事項 
成果 2 の項で述べたとおり、2011 年の東日本大震災の影響で無償資金協力による施設建設
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が遅れたため、本プロジェクトで供与される予定の機材設置も遅れている。この結果、機材

を使っての冷凍・空調分野の実践的研修が不十分であった。  
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第５章 評価結果 
 
５－１ 評価５項目による評価結果18 

５－１－１ 妥当性 
本プロジェクトの妥当性は高い。下記の理由からコンゴ民の政策やニーズと日本の対コンゴ民

援助政策に合致していると判断できる。 
 

(1) コンゴ民政府の政策との整合性 
コンゴ民の失業問題は深刻である。国際通貨基金によれば、失業率は 2006 年 48.2％、2007

年 47.2％、2008 年 53.2％ であった（労働省「雇用と職業訓練に係る国家政策 Politique 
Nationale de l’Emploi et de la Formation Professionnelle」2011 年 5 月）。また 2012 年には、国立

雇用局（Office National de l’Emploi：ONEM）キンシャサ州支部に登録した求職者 13,189 名の

うち、39％にあたる 5,095 名しか職を得ることができなかった（「ONEM キンシャサ州支部報

告書」2013 年 5 月）。 
こうした状況を憂慮し、コンゴ民政府は人材育成を国家発展に必要な優先分野として位置

づけ、「第 2 次貧困削減戦略文書」“Document de stratégie de croissance et de réduction de la 
pauvreté”（2011～2015）において職業訓練を通じた雇用状況改善を重視している。企業も求

職者も能力強化・競争力強化が必要であり、こうしたニーズに対して INPP は国立の職業訓

練機関として職業訓練を提供する責務を負っている（1964 年 6 月 29 日付法令 206 号）。INPP
は他の職業訓練機関と同様に求職者の訓練を行うが、さらに企業から分担金を徴収しての従

業員訓練や、指導員研修、他の職業訓練機関が質の高い訓練を提供するための監督の役割も

担っているため、本プロジェクトが指導員の指導技術強化を通じて訓練の質向上をめざした

ことの整合性は高い。 
 

(2) 指導員研修と対象科目及びターゲットの妥当性 
INPP は職業訓練を通じて労働人口の職業能力強化に貢献する役目を担っているが、質の高

い訓練を提供するためには、まず指導員の訓練指導能力を強化する必要がある。なかでも基

礎共通研修と指導技法研修は、指導能力が一様でなかった INPP 指導員の基礎能力強化のニ

ーズに応えたこと、かつ今後新規に採用される指導員に対しても必須の内容であることから、

本プロジェクトが支援したことは妥当だったと評価できる。特に指導技法研修については、

従来先輩指導員から新規採用指導員へ個々のやり方で指導を行っていたところ、本プロジェ

クトにより研修の目的、内容、教材、モジュールの組み立てを確立し標準研修プログラムと

して整備したことの意義は大きい。 
ターゲットとしては、INPP の指導員約 400 名程度19のうち、基礎共通研修では機械、電気、

電子関係の指導員の大多数にあたると推測される 160 名を対象とした。基礎共通研修も指導

技法と同様 INPP の標準研修プログラムとして確立されたため、新規に採用される指導員へ

の研修に活用される予定であることから、裨益者は今後も増加が見込まれる。指導技法研修

                                                        
18 評価結果は、高い、比較的高い、中程度、比較的低い、低い、の 5 段階で判断する。 
19 INPP 総裁へのインタビューによる。ただし、指導員人数については場合によって異なる数字が報告される（300～400 名程

度）。契約形態の異なる指導員の数え方によって変わっていると推測される。 
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は既に指導員としての経験を持つ者向けであり、本プロジェクトでは 80 名を対象としたが、

INPP はまだ研修を受けていない既存の指導員を対象に今後も研修を継続していく予定であ

る。さらに、本プロジェクトで対象とした研修が地方からの指導者の参加を推奨したことは、

地方も含めた全体の訓練指導技術向上をめざす INPP のニーズに合致していたといえる。 
プロジェクト対象の専門技術 2 分野は、コンゴ民からの要請に基づき、2009 年 9～10 月の

「職業訓練プログラム協力準備調査」を経て決定された。自動車学科については、コンゴ民

国内での日本車の多さと更なる自動車増加の見込みから、冷凍・空調学科については、国内

の建設ブームや冷蔵・冷凍食品の普及状況から、それぞれ技能訓練のニーズが確認され、対

象分野として決定された（JICA「コンゴ民主共和国 職業訓練プログラム協力準備調査報告

書」2010 年 3 月）。本終了時評価調査では、職業訓練アドバイザーへの聞き取りを行ったと

ころ、INPP 本部が地方 8 州を対象に実施した調査20のなかで、当該 2 分野が INPP 各校の訓

練コースのなかで受講生数が上位にあり、現在でも訓練ニーズがあることを確認した。 
 

(3) 日本政府、JICA の援助方針との整合性 
本プロジェクトは、職業訓練を優先分野の一つとしている日本の対コンゴ民国別援助計画

（2012 年 12 月）に合致している。JICA は INPP に対して、本プロジェクトと施設整備を目

的とした無償資金協力、職業訓練分野の個別専門家派遣を組み合わせたプログラム型の支援

を行っている。JICA は、セネガルで過去 30 年以上 CFPT の支援を行うなど世界のさまざま

な地域で職業訓練分野の経験を蓄積しており、職業訓練運営管理や指導員の能力強化、教材

作成などの経験を活用することができた。プロジェクトで対象とした専門技術の一つである

自動車分野については、日本が得意とする技術であり、コンゴ民国内でも日本車がかなり普

及していることから、日本が協力した優位性が認められる。 
 
５－１－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 
プロジェクト目標（指導員の訓練指導技術の向上）の指標は、冷凍・空調学科のコア・トレー

ナーによる評価を除いてすべて達成されており、自動車学科と冷凍・空調学科の INPP の指導員

の訓練指導技術向上が確認できた。INPP には指導員を対象とする体系的な研修プログラムが存在

していなかったが、プロジェクトによって基礎共通研修と指導技法研修が INPP の標準研修プロ

グラムとして確立し、プロジェクトで対象とした二つの専門分野以外の指導員の基礎能力強化に

も貢献した。また、対象としたすべての研修（基礎共通研修、指導技法研修及び自動車学科と冷

凍・空調学科の専門技術研修）において、PDCA サイクルに沿って、ワーキング・グループ、デ

ータ集積班、研修管理改善委員会と研修普及委員会が研修運営管理を行うという新しいシステム

が確立した。 
加えてプロジェクトでは、対象の研修にできる限り地方の指導員を含めるようにした（対象 4

研修に参加したキンシャサ校の指導員 87 名に対し、地方校の指導員は 120 名）。地方の指導員は、

キンシャサ校と同様の機材がないために実技を中心とした効果的な訓練ができないことや、地方

の企業でも新しいタイプの機材が導入されておりそれらを整備するためには新しい技能を習得す

                                                        
20 調査内容は地方校の現状、訓練ニーズ、本プロジェクトによる研修に参加した地方校指導員のその後の状況などである。 
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る必要があることを指摘しており、INPP 地方校強化は今後の課題として残る。一方で、職業訓練

アドバイザーの支援を受け INPP が実施している地方での調査21などによれば、地方の指導員もキ

ンシャサ校の指導員と同様、自分の訓練指導技術が改善したと認識している。このことから、地

方校の指導員を対象とすることで全国の INPP 指導員の能力強化に貢献したといえる。上記から、

成果の達成（研修実施体制の強化）がプロジェクト目標達成につながったと判断できる。 
なお、コンゴ民側 C/P によればプロジェクト実施中に INPP の指導員の離職はほとんどなかっ

たとのことであり、外部条件の影響なく、指導員研修の実施体制の強化（「成果」）が指導員の訓

練技術の向上（プロジェクト目標）に直結したといえる。 
一方、日本人専門家の指摘によれば、研修実施計画の見直しを要するまでには至っていないも

のの、研修の予算確保や文具調達が遅いなど、事務面での研修運営管理能力はまだ十分でない。

プロジェクト目標は、指導員の訓練指導にかかる専門知識や技術面を見ているため、事務能力の

不足はプロジェクト目標達成度や有効性の判断に影響しないが、訓練実施に必要な能力であるた

め、今後強化していくことが求められる。 
 
５－１－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は比較的高い。 
前述のとおり、無償資金協力による施設建設が遅れ、冷凍・空調分野の機材の設置も遅れたた

めに十分な実習ができなかったことは、効率性を低くした。しかし、この点を除いてはおおむね

予定どおりの投入と活動が実施され、所定の成果が達成されたことから、投入・活動が効率的に

実施され成果の達成に結びついたといえる。 
セネガルでの研修及びセネガル人専門家派遣は、日本での研修や日本人専門家派遣に比べてコ

ストが安く、効率性を高める要因となった。また、コア・トレーナーを日本やセネガルでの研修

や日本人・セネガル人専門家の指導で育成し、彼らが一般指導員の研修を行うという方法をとっ

たことで、直接全指導員を対象に研修を行うよりも効率的に指導員を育成することができた。 
このプロジェクトで供与した研修・訓練機材は約 8,460 万円であるが、毎年数千人の訓練生を

対象として職業訓練を行うキンシャサ校への投資としては必要規模であり、研修や訓練における

実技を可能にしたことで指導員の能力強化や訓練生の満足度の向上に直接的に貢献しているため、

適切だったと判断できる。また INPP は中央アフリカ地域の職業訓練の中核となる構想をもって

いることから、長期的な観点からも必要が認められる。 
その他、効率性に影響するような問題点は、投入・実績やプロジェクトの実施プロセスにおい

て確認できなかった。 
 
５－１－４ インパクト（見込み） 

本プロジェクトのインパクトは比較的高い。 
(1) 上位目標 

上位目標（訓練の質の改善）の指標である訓練生の成績、INPP の訓練が就業に役だったと

考える訓練生の割合や企業の満足度が向上したことで示されるように、INPP の訓練の質の改

善が見られ、その要因の一つとして本プロジェクトにより指導員の能力が強化されたことが

                                                        
21 脚注 20 参照のこと 
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考えられる。また INPP での訓練に従業員を派遣したことがある企業やパートナー企業が増

えたことは、INPP の積極的な広報活動や、職業訓練アドバイザーの支援によって INPP 本部

資金回収部による企業との連携が強化されたこと、企業のニーズを反映した訓練を INPP が

提供できることについて企業の認識が改善したことも影響していると考えられる。職業訓練

アドバイザーの支援によって INPP 本部の機能が強化されたことは本プロジェクト枠外の事

項（外部条件）であるが、プログラムアプローチによって INPP を包括的に支援したことで、

上位目標の指標の向上が一定程度発現したと考えられる。  
一方で、更なる訓練の質の改善のためには、冷凍・空調学科の新機材を使ったコア・トレ

ーナーの研修が必要である。 
 

(2) その他の正のインパクト 
1) 評価の意識 

プロジェクトでは、PDM に基づいてプロジェクト目標や上位目標の達成度を測定するた

め、ベースライン及びエンドライン調査を実施した。INPP 本部のデータベース管理チーム

とキンシャサ校のデータ集積班に技術移転を行いながら調査を実施し、結果を C/P と共有、

議論したことで、INPP は今まで意識していなかった訓練生の就業率など、組織のパフォー

マンスをデータで測り、数値による裏づけを基に現状を改善していくという指標に対する

関心を高めた。これを受けて現在 INPP 本部では、職業訓練アドバイザーの支援を得て、

訓練生の進路や状況（在職者、求職者、起業した者等）などのデータ収集を始めており、

今後の事業改善に活用しようとしている。 
さらに、視学官が基礎共通研修と指導技法研修の評価プロセスに参加することで、彼ら

の研修改善に対する意欲が高まったことも確認できた。視学官には以前指導員だった者が

多く、そのため視学官になったあとも自分の専門分野を担当することがほとんどであった

が、現在はほかの専門分野や地方校の研修評価にも参加するようになってきている。 
 

2) 訓練体制の改善に向けた意識の変化 
INPP は、本プロジェクトを通じてより企業のニーズに合った職業訓練を提供したいとい

う意識を高め、そのための具体的な方策を考えるようになっている。例えば、現在の訓練

は 3～6 カ月の短期コースが多く、高卒者の多い求職者と大卒レベルの企業からの派遣者

がレベル分けもなく同じクラスで学んでいる。この現状に対して INPP 総裁は、将来的に

は学力や目標の技術レベルによって期間や取得資格が異なるコースを設置したいという

考えを示した。 
 

(3) その他の負のインパクト 
キンシャサ校の 2012 年の訓練生の数は、過去数年よりも減少した（エンドライン調査に

よれば 2010 年 5,311 名、2011 年 6,412 名、2012 年 5,057 名）。指導員が本プロジェクトの活

動に参加するため、一般の訓練に充てられる時間が減ったことが一因と想定される。ただし

INPP はこれを一時的な現象だと確認した。 
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５－１－５ 持続性 
本プロジェクトの持続性は、以下に示す政策面・組織面・技術面・財務面を総合的に判断して

比較的高いと評価する。組織面と技術面の持続性を高めるためには、本プロジェクトが支援して

いる指導員研修を継続するための具体的な計画が作成される必要がある。 
(1) 政策面：高い 

コンゴ民における失業問題は深刻であり、同時に国の発展に寄与する高い能力を持った職

業人材に対するニーズが高いことから、人材育成はコンゴ民の優先分野であり続ける見込み

が高く、職業訓練も重視され続ける可能性が高い。INPP は国立の職業訓練機関として、企業

の従業員に質の高い職業訓練を提供すること、指導員の研修や標準研修プログラムの策定を

通じて他の職業訓練機関をリードしていくことが役割として規定されており22、今後も他の

職業訓練機関と異なる独自の責務を有し続けると判断できる。INPP は指導員の再研修の必要

性を認識しており、他の職業訓練機関にもこれを拡大したいという意向を有している。ただ

し、こうした意向を実現するためは指導員研修を継続、拡大するための具体的な計画を作成

することが肝要である。 
 

(2) 組織面：比較的高い 
INPP は、国内及び中部アフリカ諸国における職業訓練機関のリーダーになるという中長期

的な目標を掲げ、研修・訓練プログラムの改善について強い意欲を示している。ドナー先導

ではなく INPP が主体的に将来の方向性とそのために必要なことを洗い出し、JICA に支援を

求めており、オーナーシップは高いといえる。本プロジェクトを通じて整備されたワーキン

グ・グループ、データ集積班、研修管理改善委員会、研修普及委員会が、年間計画に従って

個別の研修・訓練プログラムを計画、実施、評価していくサイクルが既に確立しているが、

他の職業訓練機関に対して指導員研修を行いたいと考えていることからも、INPP がプロジェ

クト終了後も年間研修計画を作成し、研修運営体制を持続する見込みは高いといえる。デー

タ集積班は現在のところ本プロジェクトが支援する指導員研修のデータ集積・分析をしてい

るのみであるが、INPP は今後、本部では調査部（Direction des Etudes）、地方校では技術課

（Division Techniques）がデータ集積・分析の役割を担い、INPP の全研修・訓練プログラム

をカバーするという体制を整えたいとしている。 
一方、上位目標（訓練の質の改善）に向けては、本プロジェクトが貢献した指導員の能力

強化が個々のレベルにとどまらず、訓練内容・教材の改善や新規訓練コースの開発など、具

体的な職業訓練コースの改善に反映させる必要があり、その取り組みにおいて INPP の組織

的な推進力、指導力が求められる。例えば研修の成果を踏まえて訓練で使用する教材を改善

する際には、ある程度は指導員個々の意欲と裁量に任せることが可能であるが、改善に要す

る予算の確保と配分については、組織的な裁量が必要である。また、新規訓練コースの開発

や、そのためのニーズ調査、訓練に新規ツール（指導案の作成、評価方法）等を導入するた

めには、組織的な意思決定や、各訓練校に対する具体的な指示などが必要となる。さらに指

導員研修の普及には、前提として指導員の育成方針、指導員の経験や職位に応じて必要とな

るスキルの見直しなど、組織的な計画に基づく必要がある。このように、今後、研修を普及

                                                        
22 INPP のステータスに関する 2009 年 12 月 3 日付法令 19155 号 Décret No. 19155 du 03/12.2009 fixant les status d'un etablissement 

publique dénommé Institut National de Préparation Professionnelle. INPP ウェブサイト www.inpp.cd より 
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発展させ、研修成果を INPP 職業訓練コースに反映させるためには、これまで以上の運営管

理能力が求められる。 
本プロジェクトは、JICA からの供与機材を対象にした新しい機材インベントリーシステム

を導入した。他方で、INPP には既存の機材インベントリーシステムが存在しており、これは

INPP のその他すべての機材を対象とする。新しいインベントリーシステムは、機材のライフ

サイクルやメンテナンスの記録を把握しやすいという利点があり、機材の維持管理改善につ

ながると期待される。 
 

(3) 技術面：中程度 
本プロジェクトでコア・トレーナーの能力強化を行ったことで、INPP 指導員の指導技術は

向上した。特に基礎的な事項を網羅した基礎共通や指導技法は汎用性も高く、標準プログラ

ムが確立していることからも本プロジェクトによる成果の持続性は高い。しかし冷凍・空調

学科では、ほかの学科に比べて指導員の評価が低く、これは冷凍・空調のコア・トレーナー

の専門技術研修が不十分だったことが要因と考えられることから、無償資金協力により建設

中の施設に据付予定の機材を活用しての研修を実施することが、技術面の持続性を高めるた

めに必要である。 
一方、専門技術は刻々と進歩しているため、企業等のニーズに合う訓練を提供するにはコ

ア・トレーナーの継続的な能力強化が課題である。全国各地域において産業ニーズが高いで

あろう自動車学科については、今後更に指導員研修の内容を充実させ、普及研修として確立

し、また訓練においても新コースの開発や既存コースのカリキュラムや教材の改善をする必

要がある。冷凍・空調学科は、自動車等に比べれば産業ニーズは限定的であるものの、他に

指導員研修や訓練を提供している機関がないことから INPP の役割が期待され、自動車学科

と同様に指導員研修の確立も望まれる。コンゴ民で冷凍・空調機材を供給する企業は限られ

ていることから、INPP では企業在職者を対象とした訓練が主力になると推測され、INPP に

は企業の要求に応えられる「技術の質」が他の訓練コース以上に求められる。 
コア・トレーナーの増員も必要である。現在コア・トレーナーの人数は、基礎共通研修 15

名（全員キンシャサ）、自動車学科 8 名（キンシャサ 6 名、地方 2 名）、冷凍・空調学科 5 名

（全員キンシャサ）、指導技法 7 名（キンシャサ 6 名、地方 1 名）であり、INPP の指導員の

数（全国で 400 名程度、うち機械・電気等の本プロジェクト関係分野は 160 名程度と推測）

と比較するとまだ少なく、地方にはほとんどいない。INPP は 3 校（キンシャサ、カタンガ、

キサンガニ）にコア・トレーナーを置き、各地方の指導員研修の拠点とすることを検討して

おり、新しいコア・トレーナーは指導員研修を受けた指導員のなかから優秀な者を選出する

ことが可能と考えているとのことである。 
また、日本人専門家が指摘しているように、研修・訓練の事務的な運営能力強化も求めら

れる。 
 

(4) 財務面：高い 
プロジェクト実施期間中を通じて INPP は、相応の支出をしており、したがって、プロジ

ェクト終了後も必要な財務面の手当てはできる可能性が高い。INPP のパートナー企業数と分

担金が増加していることも、財務面での持続性に貢献し得る。今後は、研修・訓練の計画を
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適切に立てること、また、研修の成果を用いて訓練内容や教材を改善するために要する適切

な予算を配分することで、持続性が確保される見込みが高まる。 
 
５－２ 結論 

コンゴ民・日本国側双方のコミットメントにより、プロジェクトの成果とプロジェクト目標は

達成された。また、いくつかの指標が達成されていることから、上位目標が達成される見込みも

高い。しかしながら、終了時評価調査の結果、プロジェクト期間の延長が必要と判断する。 
プロジェクトの活動は計画どおり実施されてきたが、前述のように、冷凍・空調学科の機材設

置が遅れており、そのために十分な研修ができなかった。これは同分野の訓練指導技術の持続性

と上位目標達成を阻害し得る。 
したがって、延長期間においては、無償資金協力による INPP キンシャサ校校舎の建設が完了

後、当初より計画されている冷凍・空調機材を設置し、同分野の日本人専門家を派遣して、機材

の使用にかかる最低限の研修を実施すべきである。 
JICA は無償資金協力による施設建設状況に基づく機材の調達時期とその後の技術研修実施可

能時期を確認のうえ、別途 INPP と具体的なプロジェクト延長期限を合意する。 
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第６章 提言と教訓 
 
６－１ 提言 

プロジェクト期間の活動については詳細な研修計画が立てられており、INPP が専門家の技術援

助を得てこれを実現する見込みは高い。よって本終了時評価調査では、プロジェクト終了後の活

動をより有効にするために必要な以下の活動を INPP と協議し、提言として合意した。 
 
６－１－１ 指導員研修の継続的な実施に向けた INPP の計画策定 

プロジェクトを通して INPP に指導員を育成する仕組みが導入され、プロジェクト目標である

指導員の訓練指導能力強化が達成された。他方、質の高い訓練を提供するという上位目標を達成

するためには、指導員の育成方針を立て、指導員の経験や職位に応じて必要となるスキルを見直

し、新規に採用される指導員に対する体系的な研修や既に研修を受けた指導員が更に知識や技術

を向上させるための研修をどのように実施していくかを検討した、包括的な指導員養成計画を策

定することが必要である。 
 
６－１－２ 基礎共通研修と指導技法研修の今後の実施方針 

基礎共通と指導技法研修については、コア・トレーナーが養成されたことに加え、指導員研修

の内容が標準研修カリキュラムとして確立され、全国の INPP の指導能力強化のために活用する

ことが可能となった。さらに INPP は、プロジェクトでの指導員研修の実施を通して、研修の企

画、カリキュラムの開発、研修の評価とその結果に基づいて研修やカリキュラムを改善するとい

うサイクルを自立的に行う能力を強化させた。このプロジェクト成果が持続し、かつ幅広い職業

訓練へのニーズに応じて裨益するためには、以下のことが望まれる。 
(1) 基礎共通の指導員研修プログラムを最大限活用するための戦略策定 

INPP は、他の職業訓練機関に対する同プログラムの実施を示唆しているが、運営能力や利

用可能な資源の範囲で効果的に実施するための戦略を策定することが必要である。また、標

準プログラムとして確立されたものの、今後も精査し改善を加えていく必要がある。例えば、

職種に関係なくすべての指導員の能力向上に関連する項目（例：IT）については現時点でも

研修時間の不足が指摘されおり、より充実させる必要がある。一方、溶接など職種ごとの専

門技術については必ずしもすべての職種の指導員が履修する必要のないものもあることから、

専門分野に応じた研修コースを提供するなど、検討が必要と思われる。 
 

(2) 継続的な指導技法研修実施に係る計画策定 
本プロジェクトで対象としなかった指導員や今後新規に採用する指導員に対して指導技

法研修を実施するため、頻度や時期などを含めた実施計画が必要である。その際、INPP の教

育指導課の関与が不可欠と思われ、同課の役割や位置づけを INPP 内で明確にするとともに

同課の職員に対する能力強化も考慮する必要がある。 
 
６－１－３ 指導員研修評価の仕組みに基づく、訓練の評価システムの改善 

プロジェクトでは、自己評価やコア・トレーナーによる評価などを組み合わせた、指導員研修

における評価の仕組みを整備した。これは研修に参加した指導員が自らの強みや弱みを把握して



－38－ 

自己研鑽に生かすために有効であり、また、コア・トレーナーは評価結果の分析を通して研修の

組み立てや内容の問題に気づき、研修の改善に活用している。この仕組みは、指導員が訓練生に

対して行う訓練でも有効だと考えられるため、INPP が既存の訓練評価システムを改善する場合に、

指導員研修評価の仕組みを適用することが期待される。 
 
６－１－４ INPP 地方校の機能強化へ向けた取り組み 

INPP が全国での訓練の質を改善するためには、各州の機能を強化することが必要である。その

ために以下４点を提言する。 
①各地方の市場動向や需要を踏まえて、各校の訓練ニーズを定期的に分析し優先ニーズを抽

出する 
②同分析及びニーズに基づき、訓練を実施するために要する施設及び機材を整理する 
③そのうえで各州における総合的な訓練計画を策定する（訓練内容・教材の改善や新規訓練

コースの開発などを含む） 
④計画に沿って訓練を実施するために必要な指導員の養成計画を整理する 
 

また、上記４点を進め策定された計画を実施するためには、予算の確保や配分を含む組織的な

意思決定や、各訓練校に対する指示などが必要となる。 
 
６－２ 教訓 

６－２－１ プログラムとしての取り組み 
本プロジェクトは、無償資金協力及び個別専門家派遣と組み合わせた職業訓練プログラムとし

て実施した。INPP 本部機能強化や施設改善によりプロジェクトの効果が高まったと考えられ、ま

た、課題別研修の機会を活用したことも相乗効果を生んだといえる。他方、東日本大震災という

外部条件によるものだったとはいえ、無償資金協力による施設建設の遅れは本プロジェクトの成

果発現に負の影響を与えた。スキームを組み合わせ効果の最大化を実現するには、各自の進捗に

よる影響を最小限にとどめられる工夫をすることが必要である。 
 
６－２－２ 職業訓練の質の向上 

指導員研修の成果を、職業訓練の内容や教材の改善及び新規訓練コースの開発という形で反映

させるためには、これを可能にする予算の確保や配分を含む組織的な意思決定と指示が必要であ

る。 
 
６－２－３ 研修受講者に対する評価の実践 

C/P は、プロジェクトの指導員研修実施の過程で、研修受講者の評価とそれに基づく研修の改

善を実践することで、評価の効果と有効性を実感した。このことから、評価手法を単に項目とし

て学習するだけでなく実践的に活用することが重要である。ただし、評価結果は安易に研修実施

側の人事考課や受講者の成績表として使われるべきではなく、研修実施側にとっては研修改善の

「気づき」のためのツールとして、また受講者のためには自分の強みや弱みを把握して更なる向

上の励みとして活用されるよう、組織的な指導やモニタリングが必須である。 
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６－２－４ その他 
供与した研修・訓練用機材の適切な保守管理のため、5S 活動を行うことは有効である。また、

C/P と協議のうえで既存の機材管理システムを補完・強化するような機材保守管理台帳を作成す

ることは、新台帳が適用・継続活用されるためには重要である。 
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